2016年10月7日～8日
防衛相南スーダンへ、改憲・審査会、自民改憲本部、在日米軍新司令官、野党共闘47区で逆転─試算、新潟知事選、ＴＰＰ、起立問題、白紙領収書、ハリア、核署名、社説
稲田防衛相、南スーダンへ出発
　稲田朋美防衛相は７日、南スーダンを訪問するため、民間機で成田空港を出発した。現地で国連平和維持活動（ＰＫＯ）に参加する陸上自衛隊部隊の活動や宿営地を視察。同国の政府要人らとの会談も予定している。（時事通信2016/10/07-18:41）
防衛相、8日に南スーダン訪問　PKO部隊視察

共同通信2016/10/7 12:12

　稲田朋美防衛相は7日の記者会見で、9日までの日程で南スーダンを訪問し、国連平和維持活動（PKO）で派遣中の陸上自衛隊部隊を視察すると発表した。7日夜に出発し、現地時間8日午前に首都ジュバに入る。

　11月に派遣する予定の部隊に、安全保障関連法施行で可能になった「駆け付け警護」などの新任務の付与を検討する中、現地の状況を詳細に把握する狙いがある。

　稲田氏は「隊員が安全を確保し、有意義な行動ができる状況であるかどうかを見ることは重要だ」と説明。新任務の付与に関しては「現地情勢や訓練の進み具合を見極め、政府全体で検討する。視察を判断の一助にする」と述べた。

防衛相、きょうから南スーダン
　稲田朋美防衛相は７日の閣議後記者会見で、同日から９日までの日程で、陸上自衛隊の部隊が国連平和維持活動（ＰＫＯ）に従事する南スーダンを訪問すると発表した。現地の治安情勢などを自ら確認し、安全保障関連法で新たに可能となった「駆け付け警護」などの任務を付与するかどうかの判断材料にしたい考えだ。
　稲田氏は、新任務付与に関し「現地情勢や訓練の進捗（しんちょく）状況を慎重に見極め、政府全体で検討していく」と述べた上で、今回の視察について「判断の一助になる」と指摘した。
　稲田氏は当初、先月中旬に現地を訪れる予定だったが、マラリア予防薬の副作用で体調を崩し、中止していた。（時事通信2016/10/07-12:01）
稲田防衛相 　南スーダン視察…陸自任務、判断へ
毎日新聞2016年10月7日　23時45分（最終更新　10月8日　00時34分）
　稲田朋美防衛相は７日、南スーダンを訪問するため、民間機で成田空港を出発した。８日に首都ジュバを訪れ、国連平和維持活動（ＰＫＯ）の南スーダン派遣団（ＵＮＭＩＳＳ）に参加している陸上自衛隊施設部隊の活動状況を視察する。稲田氏は９月、体調を崩したため訪問を中止していた。９日に帰国する。 
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稲田朋美防衛相＝望月亮一撮影
　施設部隊は２０１２年から現地で活動し、半年ごとに交代している。政府は、１１月中旬以降に派遣する新部隊に、安全保障関連法に基づき新たに「駆け付け警護」と「宿営地の共同防護」の任務を付与する方針だ。駆け付け警護は「活動期間を通じて受け入れ国の安定的な同意が維持される」ことが前提になるため、稲田氏は、施設部隊の実績や活動環境を現地で直接確認し、帰国後に最終判断する。 
　滞在中に南スーダンのマニャン国防相やＵＮＭＩＳＳトップのロイ国連事務総長特別代表とも意見交換する予定だ。 
　ただ、ジュバでは７月、キール大統領派とマシャール前第１副大統領派による武力衝突で数百人以上の死者が出た。マシャール氏は隣国スーダンに退避し、南スーダンでは散発的に銃撃事案が起きているとされる。 
　同国の治安情勢の悪化を巡って野党は今国会で政府への追及を強めている。これに対し、稲田氏は７日の記者会見で「７月の事案以降、ジュバは比較的落ち着いている」と述べ、紛争当事者の停戦合意や受け入れ国の同意などＰＫＯ参加５原則は崩れていないと重ねて強調した。【村尾哲】 
停戦合意などＰＫＯ５原則　整合性は　防衛相が南スーダンきょう視察

東京新聞2016年10月8日 朝刊

　稲田朋美防衛相は七日、南スーダンの首都ジュバで国連平和維持活動（ＰＫＯ）に参加している陸上自衛隊の活動を視察するため、日本を出発した。十一月に派遣する交代部隊に安全保障関連法に基づく「駆け付け警護」などの新任務を付与するかどうか判断するため、八日に現地の情勢を確認する。一方、民進党などの野党は臨時国会の論戦で、治安の悪化を指摘し政府に自衛隊の撤収を求めている。

　国会で野党が追及しているのはＰＫＯ参加五原則との整合性だ。自衛隊を派遣するには、現地の紛争当事者間の停戦合意や、自衛隊の参加に対する同意などの要件を満たさなければならない。

　ジュバでは七月に、大統領派と反政府勢力との間で銃撃戦が発生。二百七十人以上が死亡したとされる。共産党の笠井亮衆院議員は三日の衆院予算委員会で、「現地で起きているのは内戦だ。ＰＫＯ五原則は崩れている。直ちに撤退すべきだ」と強調した。

　安倍晋三首相は南スーダンが二〇一一年に独立した新しい国であるため「治安は日本とは比較にならないほど厳しい」と説明した上で、武力衝突した両勢力が敵対行為の停止を表明した後は「情勢は比較的落ち着いている。紛争が新たに発生したとは考えていない」と反論した。

　駆け付け警護は、離れた場所にいる非政府組織（ＮＧＯ）関係者らが武装集団に襲われた場合、自衛隊員が武器を使って救出する任務。民進党の後藤祐一衆院議員が四日の衆院予算委で「こうした活動は大変な危険を伴う」と指摘したのに対し、稲田氏は「新任務を付与するかどうかは決めていない。南スーダンに行き、情勢を確認したい」と述べた。　　（新開浩）

＜駆け付け警護＞　ＰＫＯに参加する自衛隊が、武装集団に襲われている国連職員や他国部隊のいる離れた場所まで向かい、武器を使用して助ける任務。武装集団が「国や国に準ずる組織」に当たる場合、憲法９条が禁じる海外での武力行使につながる恐れがあることから認めてこなかった。３月施行の安全保障関連法に含まれる改正ＰＫＯ協力法は、正当防衛・緊急避難に限っていた自衛隊の武器使用基準を緩和。任務遂行型の使用も認め、警告射撃を行える。
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稲田防衛相が南スーダン視察へ 新任務付与の判断
NHK10月7日 19時42分
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稲田防衛大臣は、来月、南スーダンに派遣される見通しの自衛隊の部隊に対し、安全保障関連法に基づく新たな任務を付与するかどうか判断するにあたって、現地の治安状況などを確認するため、７日首都ジュバに向けて成田空港を出発しました。
南スーダンでは、自衛隊の部隊が国連のＰＫＯ＝平和維持活動にあたっており、来月交代で派遣される見通しの部隊が安全保障関連法に基づいて、武器を使って他国の部隊などを救援する「駆け付け警護」などの新たな任務の訓練を行っています。
こうした中、稲田防衛大臣は、部隊に新たな任務を付与するかどうか判断するにあたって、現地の治安状況などを確認するため、７日の午後６時半すぎ、首都ジュバに向けて成田空港を出発しました。出発に先だって稲田大臣は閣議のあとの記者会見で、「隊員が安全を確保しつつ有意義な行動ができるような現地の状況であるのか、私が見られる範囲で見てくることは重要で、政府全体の判断の一助にしたい」と述べました。
訪問は３日間の日程で、稲田大臣は、自衛隊の宿営地を視察するほか、ＵＮＭＩＳＳ＝国連南スーダン派遣団の担当者と会談するなど、現地の治安状況などを直接確認することにしています。
改憲案、内閣も提出可能＝政府答弁書
　政府は７日の閣議で、内閣が憲法改正案を国会に提出できるかどうかについて、「憲法７２条の規定で議案を国会に提出することが認められていることから可能だ」とする答弁書を決定した。民進党の逢坂誠二氏の質問主意書に答えた。
　政府は２００４年に閣議決定した答弁書でも同様の見解を示している。（時事通信2016/10/07-12:21）
維新、憲法審の早期始動要請＝自民・保岡氏、草案固執せず
　日本維新の会の小沢鋭仁憲法改正推進委員会長は７日、自民党の保岡興治憲法改正推進本部長、公明党の北側一雄憲法調査会長と個別に会談し、「（改憲勢力が）衆参両院で３分の２を超えたのは好機だ」として、速やかに憲法審査会を開催し、憲法改正に向けた具体的な議論を始めるよう要請した。
　保岡氏は要請に理解を示した上で、「少数政党の意見も大事にしてきた審査会の伝統は大事にしたい」と指摘。「コンセンサスの得られるところから（議論を）スタートするのは重要だ」として、自民党の改憲草案をそのまま提出するのではなく、柔軟に対応していく姿勢を示した。
　北側氏は、各党との意見調整が重要だとの認識を示した。（時事通信2016/10/07-15:08）
維新 自公に憲法審査会で改正に向け議論要請
NHK10月7日 12時56分
日本維新の会は自民・公明両党に対し、憲法改正に向けて、国会の憲法審査会で、どの条文を改正すべきか、絞り込みに向けた議論を始めるよう要請しました。
日本維新の会の小沢憲法改正推進委員会会長は国会内で、自民党の保岡憲法改正推進本部長、公明党の北側憲法調査会長と個別に会談しました。この中で、日本維新の会の小沢氏は、衆参両院で、与党と憲法改正に前向きな勢力を合わせて改正の発議に必要な３分の２の議席を占めていることを踏まえ、「憲法改正に向けた好機だ」と述べ、国会の憲法審査会で、どの条文を改正すべきか、絞り込みに向けた議論を始めるよう要請しました。
これに対し、自民党の保岡氏は「自民党の憲法改正草案をまとめて出すことはない。少数政党にも配慮した形で議論を進めることが大事だ」と述べました。また、公明党の北側氏は「各党と意見を調整していくことが重要で、静かな環境で議論したい」と述べました。
このあと、日本維新の会の小沢氏は記者会見し、「憲法改正の機が熟してきている。憲法審査会が国会にある以上、動かすのは当然だ。政局にわずらわされず、各党で憲法改正を議論すべきだ」と述べました。
「自民草案、そのまま出すことない」保岡・改憲本部長 
日経新聞2016/10/7 18:51
　自民党の保岡興治憲法改正推進本部長は７日、日本維新の会の小沢鋭仁憲法改正推進委員会長と国会内で会談した。保岡氏は衆参両院の憲法審査会での議論について「自民党改憲草案をそのまま出すことはしない」と述べ、柔軟に対応する姿勢を示した。
　小沢氏はいわゆる「改憲勢力」が衆参で３分の２を超えたのを踏まえ、憲法審査会での議論の加速を求めた。保岡氏は「少数政党の意見も大事にしてやってきた伝統がある。それは大事にしたい」との考えも示した。
産経新聞2016.10.7 20:22更新 
自民党憲法改正推進本部が再始動　１８日に全体会合　ハイペースで議論再開へ　
　自民党憲法改正推進本部は７日、保岡興治元法相の本部長就任後初の幹部会を党本部で開き、新体制での議論を始動させた。１８日に全体会合を開くことを決め、月１回程度だった全体会合を「１、２週間に１回」のペースで開催することも確認した。当面は過去の議論の総括などを行い、有識者の意見聴取も随時実施する。
　１８日の全体会合では、保岡氏が自民党改憲草案の扱いを含め党の方針を示す。７月の参院選の結果、改憲に前向きが勢力が憲法改正の発議に必要な３分の２以上の議席を衆参両院で確保したが、保岡氏は与野党協調を重視している。発議する改憲項目について、党草案にこだわらず他党の合意も得ながら絞り込む考えを示すとみられる。
　推進本部は７日の幹部会で、各都道府県連など地方でも改憲論議を活発化させていく方針も確認した。
自民、18日に改憲本部の会合　参院選後初 
日経新聞2016/10/7 18:48
自民党は18日、７月の参院選後で初めてとなる憲法改正推進本部の会合を開く。保岡興治本部長が、2012年に党がまとめた憲法改正草案の扱いなどの方針を示す。
産経新聞2016.10.7 22:29更新 
【憲法改正】「ゆ」党からついに「よ」党！？　日本維新の会が憲法改正論議の旗振り役を買って出た　衆院選に向け民進党との違いアピール
　日本維新の会が安倍晋三首相との共闘路線を強めている。維新は７日、自民、公明両党に対し、国会の憲法審査会で憲法改正議論を始めるよう申し入れた。首相が悲願とする憲法改正をめぐり、国会審議の音頭取りを買って出た形だ。維新は野（や）党と与（よ）党の中間に位置する「ゆ党」を自負してきたが、早期の衆院選なども見据え、与党寄りの立場を鮮明化する場面が増えている。
　維新の小沢鋭仁憲法改正推進委員会会長らは７日、国会内で自民党の保岡興治憲法改正推進本部長と公明党の北側一雄憲法調査会長とそれぞれ個別に会談。首相が９月２６日の所信表明演説で、憲法審査会での議論進展を求めたことを受け、（１）憲法審査会で憲法改正をテーマに議論を開始する（２）憲法改正に関する各党の見解の公表－を速やかに行うよう申し入れた。
　小沢氏は会談後、記者団に「衆参で改憲勢力が３分の２を超えた。憲法改正にとって好機だ」と述べ、各党に審議促進を呼びかける考えを示した。維新が憲法議論の旗振り役となるのは、安倍政権との距離をさらに詰めたい思惑がある。
　維新は４日、政府が提出した平成２８年度第２次補正予算案の衆院採決に賛成。衆院予算委員会では、民進党の蓮舫代表の二重国籍問題を徹底的に追及した。
　かつて同志だった民進党の江田憲司代表代行からは「ひたすら与党化が進んでいる」と批判されたが、松井一郎代表（大阪府知事）は即座にツイッターで「痴呆症の症状」と猛反発（のちに削除）。民進党とは明確に一線を画し、政策面でも与党寄りの姿勢を際立たせている。
　維新が急速に「よ党」の色彩を強める背景には、与党内で来年１月にも衆院選が行われるとの観測が広がっていることもある。維新は次期衆院選で全国に候補者を擁立する方針で、早い段階で党の立ち位置を鮮明化する必要があるからだ。また、維新には、首相を援護射撃することで、改憲議論に後ろ向きな姿勢が目立つ民進党との違いをアピールする狙いもある。（山本雄史）
官房長官 再来年の「明治１５０年」へ施策検討
NHK10月7日 12時36分
菅官房長官は閣僚懇談会で、明治元年から再来年の平成３０年で１５０年を迎えることについて、「明治の精神や日本の強みを再認識することは極めて重要だ」と述べ、各地でのイベントへの支援などを検討する考えを示し、関係閣僚に協力を求めました。
菅官房長官は閣議のあとの閣僚懇談会で、「再来年は明治元年から１５０年を迎え、わが国にとっても一つの大きな節目だ。明治の精神や日本の強みを再認識することは極めて重要であり、明治以降の歩みを次世代に残すことが大事だ」と述べました。そのうえで、菅官房長官は、関係省庁による連絡会議を設置し、明治時代の資料の収集や保存、各地でのイベントへの支援など関連施策を検討する考えを示し、関係閣僚に協力を求めました。
菅官房長官は記者会見で、「関係各省庁において、各界からのご意見を踏まえながら明治１５０年の関連施策の基本的な考え方というものをつくりあげていきたい」と述べました。政府は今月１１日付けで、内閣官房に「明治１５０年関連施策推進室」を設置し、準備を進めることにしています。
在日米軍の新司令官 「日米関係は世界全体で重要」
NHK10月7日 17時39分
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６日在日アメリカ軍の司令官に就任したマルティネス中将が自衛隊トップの河野統合幕僚長と就任後初めて会談し、「日米関係は太平洋地域のみならず世界全体において重要だ」と述べました。
７日午後、防衛省で行われた会談では、河野統合幕僚長が「安全保障関連法が成立し、日米の同盟関係は緊密化している。アジア太平洋の安全保障情勢は大変厳しく、日米関係を一層強化していきたい」と述べました。
これに対し、マルティネス司令官は、同じ認識だとしたうえで、「日米の関係は太平洋地域のみならず世界全体において重要だと考えている。アメリカにとって、最も力強い同盟国である日本とはより緊密な関係を築いていく必要がある」と述べました。
安全保障関連法のうち、周辺事態法を改正した重要影響事態法では、日本の平和と安全に関わる事態で、アメリカ軍など外国軍隊の後方支援を行う際に地理的な制約がないことを明確化していて、マルティネス司令官の発言はこれを踏まえて日米関係の強化の必要性を強調したものと見られます。
米比の海兵隊が上陸訓練　南シナ海臨み演習公開

共同通信2016/10/7 23:02
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米フィリピン両軍の定期合同演習で、上陸訓練をする水陸両用車＝7日、フィリピン・サンアントニオ（共同）　【サンアントニオ共同】米フィリピン両軍は7日、南シナ海に臨むフィリピン北部サンバレス州サンアントニオの海岸で上陸訓練を実施し、報道陣に公開した。同州沖には、中国が実効支配するスカボロー礁（中国名・黄岩島）がある。

　定期合同演習「フィブレックス」の一環。米軍は在沖縄海兵隊を中心に約1400人、フィリピン軍は海兵隊員を含む約500人が参加し、4～12日までの日程で演習を続けている。

　この日の演習は、沿岸部に敵の陣地があると想定。沖合から水陸両用車で上陸し、実弾射撃も交えながら陣地を奪還する手順を確認した。

米揚陸艦、南シナ海で演習　中国けん制、F35配備へ

共同通信2016/10/7 06:16

　【ワシントン共同】米太平洋軍は今月3、4日、米軍佐世保基地（長崎県）を母港とする強襲揚陸艦「ボノム・リシャール」が南シナ海で駆逐艦2隻と共に潜水艦を探知、攻撃する演習を実施したと、6日までに発表した。南シナ海で人工島を造成、軍事拠点化を進める中国をけん制する狙いだ。

　太平洋艦隊のスウィフト司令官は声明で、海兵隊向け最新鋭ステルス戦闘機F35を運用する揚陸艦配備への準備だと説明した。揚陸艦は輸送機オスプレイや車両も搭載し上陸作戦を遂行する。

　演習では防空作戦や隊員輸送、実弾発射訓練も実施。

比合同軍事演習をメディアに公開 両国の関係揺らぐ中
NHK10月7日 22時30分
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フィリピンで、アメリカ軍とフィリピン軍による合同の軍事演習が７日、メディアに公開され、アメリカと距離を置く姿勢を強めるドゥテルテ大統領の発言で両国の関係が揺らぐ中、両軍は現場レベルでの緊密な連携を改めて確認していました。
アメリカ軍とフィリピン軍は毎年、この時期にフィリピン各地で合同の軍事演習を実施していて、７日は、ルソン島西部のサンバレスにある基地で上陸訓練を行い、メディアに公開しました。
訓練は敵に占領された島を奪還するという想定で行われ、両軍の合同部隊が沖合から水陸両用車で近づき、次々と浜辺に上陸していきました。また、視察した両軍の司令官らは敵を制圧するまでの各部隊の動きについて、意見を交わすなど、現場レベルでの緊密な連携を改めて確認しました。
両国の軍事協力をめぐっては、ドゥテルテ大統領が先月にオバマ大統領を侮辱する発言をして首脳会談が中止になって以降、アメリカと距離を置く姿勢を強め、ことしを最後に演習を打ち切ると発言するなど関係を見直す考えを示しています。
しかし、大統領の発言に対して、外相や国防相が来年の演習の実施について、両国の間ですでに合意していることや、軍事協力の意義を強調するなど、政権内での混乱も浮き彫りとなっています。
産経新聞2016.10.8 01:00更新 
【自衛隊幻想】「現場にはグレーゾーンなどない！生身の人間が動いているんだ」自衛隊ＯＢが「日本の虚構」にもの申す

「富士総合火力演習」の予行で２機並ぶＡＨー６４Ｄ「アパッチ・ロングボウ」＝８月２７日、静岡県御殿場市の陸上自衛隊東富士演習場（彦野公太朗撮影） 
※この記事は、陸海の特殊部隊創設者をはじめ自衛隊ＯＢらが日本の安全の虚構について指摘する『自衛隊幻想　拉致問題から考える安全保障と憲法改正』（荒木和博・荒谷卓・伊藤祐靖、予備役ブルーリボンの会著、産経新聞出版　本体１２００円＋税）の第二章から抜粋しました。ネットでのご購入はこちらへ。
荒木和博（特定失踪者問題調査会代表）　安保法制の整備の目的の一つとしてはグレーゾーンをなくす、切れ目がない防衛をという話でもありました。グレーゾーン事態とは、自衛隊に「防衛出動」が命じられる「有事」ではないけれども、海上保安庁や警察による「治安維持」での対処は困難という事態です。
伊藤祐靖（海上自衛隊「特殊部隊」初代先任小隊長）　そもそも現場の　人間には、グレーゾーンなどないのです。だって生身の人間が動いているのですからね。どう解釈するか、それは後で政府でやって、という話です（笑）。
　実際に現場で事が起こる。現場はグレーゾーンなどないから、それに対処するしかない。しかも、それについて責任を取るのは現場なのです。
　一番わかりやすいのは、震災が起こったときに、道の真ん中にクルマが転がっていたとします。それを取り除かなければ、被災者の救出作業が進まない。でも、そのクルマを動かすと、遺失物横領罪など何らかの罪になってしまいます。
「クルマをどかせ！」と現場で命令を下すと、命令を下した人ではなく、実際にクルマを動かして、場所を移動させた人の罪になる。
　いずれにしても、法を犯さない限り救出作業が進まない。だから、誰か現場の人間が罪を被るか、「罪になるのでできません」と言うか、どちらかしかありません。
荒谷卓（陸上自衛隊「特殊部隊」初代群長）　領域警備については、橋本（龍太郎）内閣のときから出ている話です。たとえば、北朝鮮の大量難民の中に武装難民がいたらどうするか、尖閣に漁民に見せかけて中国軍の特殊部隊が入ってきたらどうするか。そのような具体的な事象に日本はレベルを上げながら対処できるのか、ということです。
　現行法では、海上では平時、まず海上保安庁が対処する。仮に対処できなくなったら、「海上警備行動」が発令され、海上自衛隊が対処する。その次に「防衛出動」、つまり有事になります。これが状況に応じてスムーズに対処できると言い切れるならグレーゾーンはありません。
　拉致問題で言えば、外国の特殊部隊が日本に入ってきて、日本人を拉致していった。つまり、外国の特殊部隊は普通に我が国の陸域に入ってきている。北朝鮮の特殊部隊ですら簡単に日本に入って来ているのだから、その他の国の特殊部隊はもっと入って来ることができます。
　軍の特殊部隊が入ってきたときに、警察が対処する。警察が対処できなければ「治安出動」か「防衛出動」ということになります。「治安出動」は警察力の補完ですから、自衛隊が出ていったからといって、軍事行動をするわけではない。警察力のあくまでも補完だけを行う。しかし、相手は軍隊ですから警察力では対処できません。相手が軍の特殊部隊だとわかったら、「防衛出動」するしかないわけです。
　このようなことが本当に隙間なくできるようになっているのか。政府が自信を持って「なっている」と言えるなら、グレーゾーンはないということになります。
荒木　伊藤さんは能登半島沖不審船事件のとき、「みょうこう」に乗っていて北朝鮮の工作船を追いました。当初は海上保安庁が北朝鮮の工作船を追っていたわけですが、燃料がないからこれ以上追えないと帰ってしまった。
　伊藤さんによる「予備役ブルーリボンの会」のサイトの連載『「お世話になりました。行ってきます」北朝鮮工作母船追跡事案』には次のように書かれています。
〈しばらくすると、保安庁から連絡が来た。
「ただ今から警告射撃を行います」
　パラパラパラ、上空に向けて花火のようなものが打ち出された。てっきり、警告射撃前の試射だと思っていた。そろそろ本射が始まるのだろうか？　と思っていた。
「警告射撃終了」
「え～～終わり？　あれ本射なの？」（あんなんで、誰がビビるっつんだ）
　さらに続けて、連絡が入った。
「海上自衛隊護衛艦『みょうこう』こちら海上保安庁『○○○』です。本船、帰投するための残燃料に不安があるため、これにて新潟に帰ります。ご協力ありがとうございました」
「なに～～～？？　！！」
「え～～～～帰る？？　！！」
「『ありがとうございました』だ～～？？　！！」
　保安庁の船は反転し、帰って行った。その船尾灯はあっという間に見えなくなった。私と艦長は、途方に暮れて見つめ合っていた。大海原のど真ん中に艦長と私二人っきりで取り残された気分になった〉
伊藤　この後、「海上警備行動」が発令され、海上自衛隊が警告射撃を行いました。そして工作船への立入検査隊が出撃しようというところで突然、工作船が逃げたわけです。
荒谷　このときは、海上保安庁では対処できず、「海上警備行動」が発令されました。しかし「防衛出動」に関してはどうか。
　先ほど、政府が自信を持って切れ目がないと言うのならグレーゾーンはないと言いましたが、現場の感覚から言うと「本当に防衛出動をかけられますか？」という疑問はあります。どのタイミングで、何を根拠に「防衛出動」をかけるつもりなのか。
　政府は安全保障会議などを開いてそれを決めることになると思うのですが、特殊部隊が入ってきたことをどのタイミングで見極められるのか。あいまいな状況で国民に対して「防衛出動をかけます」と言い切れるのか。「防衛出動」は、いまは大軍が押し寄せてくるようなヘビーなものしか想定していないので、とても重い決断になります。
　でも、陸上自衛隊の一部に領域警備任務を付与できれば、事態認定や防衛出動の判断が軽減されます。最近は局地的にゲリラ豪雨などが起こったりしていますね。同じように、特殊部隊は局地的に日本に入ってくる。ですから、その場所に領域警備任務を有する部隊を事前に配備できれば即応できるわけです。
　しかし現状では、よほどの事態が起きないと防衛出動は発令できない。ですから、本当にグレーゾーンがないと言い切れるかどうか。
伊藤　ちなみに、「ヘビー」とは全面戦争ということです。
荒谷　たとえば、尖閣に配置する陸上自衛隊の部隊に対してだけ、領域警備行動をとらせることはいまの憲法でもできます。つまり、平時に外国の領域侵犯があったなら、軍事行動、防衛行動に準じて対処していいという、限定的なことを想定した法律をつくることは、不可能ではないと思います。
　ただ、いまは防衛省の内局も含めて、そんなことをしなくても「警察」と「治安行動」と「防衛出動」を組み合わせれば対処できるという認識です。グレーゾーンはなく、連続的に対処できるようになっているというのが、政府の公式的な立場です。
荒木　これだけ日本人が拉致されていても自衛隊に領域警備権が与えられない。
荒谷　もともと戦後、自衛隊ができたときに、自衛隊に領域警備権を与えるという議論があったようです。しかしそのときは、陸上自衛隊側が一〇万そこそこの勢力ではそこまでカバーできないという意見だったらしい。また、陸自に領域警備をさせるとなると、警察の立場からすれば、あまり気持ちがよくないでしょう。
　つまり、当初の消極的なジャッジと省庁間の権力問題が原因だと聞いていますが、それは過去の話として、いま現在、局地的に陸自が領域警備をするということは、大いに必要性があると思います。
※この記事は『自衛隊幻想　拉致問題から考える安全保障と憲法改正』（荒木和博・荒谷卓・伊藤祐靖・予備役ブルーリボンの会著、産経新聞出版　本体１２００円＋税）の第二章「『死んでこい』に理由がない」から抜粋しました。ネットでのご購入はこちらへ。
■荒木和博（あらき・かずひろ）　特定失踪者問題調査会代表、予備役ブルーリボンの会代表、拓殖大学海外事情研究所教授、国家基本問題研究所副評議員長。昭和３１（１９５６）年東京生まれ。慶應義塾大学法学部政治学科卒。民社党本部書記局勤務の後、現代コリア研究所研究部長を経て拓殖大学海外事情研究所専任講師。以後助教授を経て平成１６（２００４）年から教授。平成１５（２００３）年予備自衛官補（技能公募・朝鮮語）を経て予備２等陸曹任官（現在陸曹長）。著書に『日本が拉致問題を解決できない本当の理由』『山本美保さん失踪事件の謎を追う　拉致問題の闇』（共に草思社）、『北朝鮮拉致と「特定失踪者」　救出できない日本に「国家の正義」はあるか』（展転社）他、最新刊に小説『靖国の宴　戦って散った男たちのおとぎ話』（高木書房）。
■荒谷卓（あらや・たかし）　陸上自衛隊特殊作戦群初代群長。昭和３４（１９５９）年秋田県生まれ。大館鳳鳴高校、東京理科大学を卒業後、昭和５７年陸上自衛隊に入隊。福岡１９普通科連隊、調査学校、第一空挺団、弘前３９普連勤務後、ドイツ連邦軍指揮大学留学（平成７～９年）。陸幕防衛部、防衛局防衛政策課戦略研究室勤務を経て、米国特殊作戦学校留学（平成１４～１５年）。帰国後、編成準備隊長を経て特殊作戦群初代群長となる。平成２０年退官。１等陸佐。平成２１年、明治神宮武道場「至誠館」館長に就任し、現在に至る。鹿島の太刀、合気道六段。著書に『戦う者たちへ　増補版』『明治神宮　至誠館武道』（共に並木書房）。
■伊藤祐靖（いとう・すけやす）海上自衛隊特別警備隊初代先任小隊長。昭和３９（１９６４）年東京都出身、茨城県育ち。日本体育大学から海上自衛隊へ。防衛大学校指導教官、「たちかぜ」砲術長を経て、「みょうこう」航海長在任中の１９９９年に能登半島沖不審船事件を体験。これをきっかけに自衛隊初の特殊部隊である海上自衛隊の「特別警備隊」の創設に関わる。４２歳の時、２等海佐で退官。以後、ミンダナオ島に拠点を移し、日本を含む各国警察、軍隊に指導を行う。現在は日本の警備会社等のアドバイザーを務めるかたわら、私塾を開いて、現役自衛官らに自らの知識、技術、経験を伝えている。著書に『国のために死ねるか　自衛隊「特殊部隊」創設者の思想と行動』（文春新書）、『とっさのときにすぐ護れる　女性のための護身術』（講談社）がある。
■予備役ブルーリボンの会　自衛官ＯＢ、予備自衛官等で構成する民間団体。拉致問題に関する自衛隊内外への啓発活動、拉致被害者救出に貢献することを目的としている。荒木和博氏は同会代表、伊藤祐靖氏は幹事長、荒谷卓氏は幹事。
※この記事は『自衛隊幻想　拉致問題から考える安全保障と憲法改正』（荒木和博・荒谷卓・伊藤祐靖・予備役ブルーリボンの会著、産経新聞出版　本体１２００円＋税）の第二章「『死んでこい』に理由がない」から抜粋しました。ネットでのご購入はこちらへ。
野党共闘で４７選挙区逆転＝自公、３分の２割れ－前回衆院選で試算
　２０１４年衆院選の小選挙区（計２９５）で、旧民主、共産、生活、社民４党の得票数を合算すると、自民、公明両党が勝利した２３２選挙区のうち、４７選挙区で逆転することが分かった。比例代表を含めた試算では、自公両党が法案の衆院再可決や憲法改正発議に必要な衆院の３分の２の議席を割ることになり、次期衆院選に向けて野党共闘の行方に関心が集まりそうだ。
　前回１４年衆院選の小選挙区で、自民党は２２３議席を獲得。公明党９議席と合わせ、自公両党が８割弱の議席を占めた。これに対し４野党の議席は、民主党３８、共産党１、生活の党２、社民党１にとどまった。
　一方、小選挙区ごとに４野党候補の得票数を単純に足すと、北海道、宮城、福島、東京、新潟、石川、長野、静岡、京都、兵庫、福岡など２４都道府県の計４７選挙区で与党候補を上回った。現職閣僚の一部も落選する計算だ。さらに別の９選挙区では得票差が３０００票以内に縮まる。維新の党（当時）は得票数の合算から除外した。
　与党は比例代表と合わせ計３２６議席を獲得していたが、４７選挙区で逆転を許すと、全体で２７９議席まで後退し、３分の２（３１７議席）を割る。改憲に前向きな今の日本維新の会（１５議席）を合わせても３分の２に達しない。　
　ただ、試算はあくまで単純計算に過ぎず、実際にどのような結果になるかは見通せない。共産党は次期衆院選で、民進党と候補の相互推薦を求める構えだが、同党は共産党の自主的な取り下げを期待するなど溝がある。
　共産党は野党の連立政権樹立に向けた政権合意も想定するが、民進党は否定的。野党の選挙協力が不調に終われば、候補乱立で共倒れする可能性もある。
　試算では４野党が結束しても、与党を過半数割れに追い込むには至らない。来年１月の通常国会冒頭の衆院解散が取り沙汰される中、無党派層の取り込みによる支持拡大や、民進、共産両党の候補調整が今後の課題なりそうだ。（時事通信2016/10/08-04:34）
自民 若手議員対象に選挙対策の勉強会開催へ
NHK10月8日 3時26分
自民党は、党所属の当選１回と２回の若手議員を対象に、今月中旬から選挙対策の強化に向けた勉強会を開くことにしていて、衆議院の解散・総選挙をめぐる発言が与野党双方で相次ぐ中で、次の選挙への備えを急ぐ狙いもありそうです。
自民党は衆議院議員２９０人のうち、全体のおよそ４割に当たる１２１人の当選１回と２回の若手議員について、「追い風を受けた選挙しか経験しておらず、地元での活動が不十分な議員も少なくない」と分析しています。
このため、自民党は次の衆議院選挙で、先の参議院選挙と同様に、民進党や共産党などの野党が連携すれば、若手議員が苦戦を強いられ、選挙戦全体の勝敗を左右しかねないとして、今月１９日から選挙対策の強化に向けた勉強会を開くことにしています。
勉強会では二階幹事長や、古屋選挙対策委員長らが講師を務め、地元の選挙基盤を固める手法や、党の地方組織との連携の在り方などを指導することにしています。
自民党としては、衆議院の解散・総選挙をめぐる発言が与野党双方で相次ぐ中で、次の選挙への備えを急ぐ狙いもありそうです。
共産 志位委員長 野党連携「速やかに協議進めたい」
NHK10月7日 22時11分
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共産党の志位委員長は新潟市で記者団に対し、次の衆議院選挙に向けた民進党などとの連携について、「いつ衆議院が解散されても、野党が返り討ちにするだけの体制を作るため、速やかに協議を進めたい」と述べ、協議を急ぐ考えを強調しました。
この中で、志位委員長は次の衆議院選挙に向けた民進党などとの連携について、「来週告示される２つの衆議院の補欠選挙は、筋の通ったかたちで野党統一候補になり、１つ１つの選挙に勝っていくことが大事だ。共闘を発展させるために力を尽くしたい」と述べました。
そのうえで、志位氏は「いつ衆議院の解散、総選挙になっても、野党が迎え撃って、返り討ちにするだけの体制を作るため、速やかに協議を進めたい。共通政策など課題はあるが、各党が真摯（しんし）に話し合いを尽くせば、前向きな一致が得られると信じている」と述べ、野党連携の実現に向けて協議を急ぐ考えを強調しました。
また、志位氏は、ＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定の国会審議について、「輸入米の価格偽装の問題が出てきて、『ＴＰＰはコメに影響しない』という政府の言い分が根底から崩れた。真相を究明して初めて、まともな審議ができる」と述べ、輸入米の価格をめぐる問題の真相が解明されないかぎり、応じられないという考えを示しました。
志位、小沢氏ら脱原発訴え＝新潟知事選で街頭演説
　共産党の志位和夫委員長、生活の党の小沢一郎代表、社民党の福島瑞穂副党首は７日、新潟県知事選（１６日投開票）で３党が推薦する新人候補を応援するため、ＪＲ新潟駅前でそろって街頭演説した。知事選は東京電力柏崎刈羽原発の再稼働への対応が争点。志位氏らは原発反対を訴えた。
　志位氏は、東電福島第１原発事故を取り上げ「柏崎刈羽原発が大事故になれば規模は２倍、汚染水は４倍だ。東電は原発を触る資格がない」と批判。小沢氏は「原発そのものを廃止してほしい」と強調した。民進党の松野頼久衆院議員も応援に駆け付けた。　
　知事選は、３野党が推す新人と、自民、公明両党が推薦する新人による事実上の一騎打ち。連合新潟が与党系候補を支援しており、民進党は自主投票を決めている。（時事通信2016/10/07-19:35）
再稼働争点 接戦　新潟県知事選、１６日投開票

東京新聞2016年10月8日 朝刊

	 新潟県知事選の候補者の街頭演説を聴く有権者＝７日、新潟県内で（一部画像処理）
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　十六日投開票の新潟県知事選が接戦になっている。東京電力柏崎刈羽原発（柏崎市など）の再稼働問題が争点に浮上し、自民、公明両党推薦の前長岡市長森民夫氏（６７）を、反対姿勢を鮮明にした共産、生活、社民三党推薦の医師米山隆一氏（４９）が猛追しているのだ。　（山口哲人）

■「実質的共闘」

　「国から再稼働を認めるか問われたら、認められないと申し上げる」

　七日夜、新潟市のＪＲ新潟駅前。米山氏は街頭演説で、歩道を埋め尽くした市民らに力説した。民進党の松野頼久衆院議員、共産党の志位和夫委員長、生活の党の小沢一郎共同代表、社民党の福島瑞穂副党首も応援に駆け付け、米山氏への支持を訴えた。

　東電は柏崎刈羽原発６、７号機の再稼働に向け、二〇一三年九月、原子力規制委員会に新規制基準への適合性審査を申請した。審査が通れば、事故を起こした東電では初めてで、しかも福島第一原発と同型の原子炉が初めて再稼働に動きだすことになる。

　法的には再稼働に対する地元同意の規定はないが、政府のエネルギー基本計画に「立地自治体等の理解」を得ることが明記されるなど、知事の意向は無視できない。米山氏は、原発事故などの検証を求め、再稼働への厳しい姿勢を貫いてきた現職の泉田裕彦知事の路線継承を宣言。陣営は、再稼働に反対する県民の受け皿になるため、争点を原発に絞り込んでいる。

　民進党は、候補者選定ができないでいるうちに最大の支持団体の連合新潟が森氏支持を決定したため、自主投票にとどめた。

　だが所属議員は積極的に米山氏を支援しており「実質的な共闘」（志位氏）で、四党の統一候補が自民党候補に勝利した七月の参院選新潟選挙区の再現を狙う。

■よぎる鹿児島

　森氏陣営や与党には告示前の余裕はなくなり、危機感を募らせている。九州電力川内（せんだい）原発の稼働への賛否が争点となった七月の鹿児島県知事選では、与党支援の現職が運転の一時停止を主張した新人に敗北。与党内には原発立地県で敗戦を重ねれば、来夏の東京都議選や全国の地方選に波及しかねないとの懸念も漂う。

　自民党は週明けに二階俊博幹事長が新潟入りする。公明党も最近、党所属議員に支持拡大の徹底を指示し、てこ入れに懸命だ。

　森氏陣営は県民の原発への不信感を意識して、再稼働に関し「県民の安心、安全を最優先に対応を決める」と慎重な言い回しに終始。森氏は七日、三条市での街頭演説で「国の言うことをうのみにしない」と強調し「泉田知事が育てた（原発の安全管理に関する）県の技術委員会の意見をしっかり聞き、安全という確信がなければ反対と言う覚悟がある」と踏み込んだ。

　県の技術委は原子力や地震の専門家で構成され、東電が福島第一原発のメルトダウン（炉心溶融）を隠してきたと独自に指摘するなど活動への評価が高い。森氏が知事になれば、再稼働に向けた動きが速まるとの見方もあるが、本人は打ち消している形だ。

　知事選には元団体職員三村誉一氏（７０）、行政書士後藤浩昌氏（５５）も立候補している。

◆新潟知事選立候補者（届け出順）

三村誉一（みむらよいち）７０　（元）団体職員　　　無新　

森民夫（もりたみお）６７　（元）長岡市長　　　無新＝自公

米山隆一（よねやまりゅういち）４９　医師　　　　　　無新＝共生社

後藤浩昌（ごとうひろまさ）５５　行政書士　　　　無新　
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しんぶん赤旗2016年10月8日(土)

野党と市民の力で米山知事誕生を　新潟知事選　共同街宣　志位委員長が訴え　小沢生活代表・福島社民副党首・松野民進衆院議員とともに

　原発問題を最大争点として与野党の激しいたたかいとなっている新潟県知事選（１６日投票）で、野党と市民の統一候補、米山隆一氏の必勝をめざし、日本共産党の志位和夫委員長、生活の党の小沢一郎共同代表、社民党の福島瑞穂副党首、民進党の松野頼久衆院議員らが７日、新潟駅前で共同街頭演説を行いました。人垣はぐんぐん膨れ、歩道いっぱいの聴衆から声援と拍手が盛んに響き渡り、米山知事誕生への熱気に包まれました。
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（写真）ガンバローをする（左から）松野頼久、志位和夫、福島瑞穂、小沢一郎、森裕子、米山隆一、佐々木寛の各氏＝７日、新潟・新潟駅前


　米山候補は「再稼働は認められない。県民の声を国につきつける」「みんなが安心して十分な介護が受けられる新潟をつくりたい」「ＴＰＰ（環太平洋連携協定）から新潟のコメを守る」と表明。７月の参院選新潟選挙区で野党統一候補として大激戦を制し、米山氏の選対本部長を務める生活・森裕子県連代表や、「新潟に新しいリーダーを誕生させる会」（共産、社民、生活、新社会、緑の５党、市民団体などで構成）の佐々木寛共同代表が必勝の決意を語りました。

　志位氏は「野党と市民が本気で力を合わせれば、その力は何倍にもなり、首相官邸、与党挙げての攻撃をはね返し、勝利できることを、森裕子さんの勝利は証明しました」と強調し、「野党と市民の共闘をさらに大きく発展させ、米山隆一さんを必ず知事に押し上げましょう」と訴えました。

　小沢氏は「参院選で森氏を勝利させた力で米山氏を知事に押し上げてほしい。再稼働（反対）はもちろん、原発そのものを廃棄しよう」と訴えました。松野氏は「野党が力を合わせ自民党一辺倒の政治に対立軸をつくろう」、福島氏は「新潟を守れるのは米山さんしかいない」と必勝を呼びかけました。

　志位氏は最大争点の柏崎刈羽原発の再稼働問題で、米山候補が「福島原発事故の検証なしに再稼働の議論はできない」という泉田裕彦知事の路線の継承を公約していることについて、「誰がどう考えても、道理ある、当たり前の主張です」と力説。「放射線科医として、放射能の恐ろしさを誰よりも知りぬいている米山さんこそ、原発から県民の命と安全を守る上で最適の方です」と訴えました。

　ＴＰＰの問題では、国会決議で「聖域」とされた農産物重要５項目に無傷の品目は一つもなく、輸入米の価格偽装という大問題が発覚し、政府の言い分が総崩れになっていると告発。「米山さんの勝利で、ＴＰＰ協定ストップ、日本に誇る新潟のコメと農業を守り抜こう」と力を込めました。

　新潟県政をどうするか―。志位氏は、米山氏が介護職員の待遇改善、中小企業支援による最低賃金引き上げ、新潟版「給付型奨学金」など新潟独自の政策を掲げていると述べ、「ここには、地方自治の精神が輝いています。米山さんに『子育て支援、医療、介護、福祉の安心・充実日本一の新潟県』を託しましょう」と訴えました。

　最後に志位氏が、野党と市民の共闘で誕生した全国各地の新知事の奮闘を紹介し、「この新潟から、野党と市民がみんなで力をあわせ、米山知事を誕生させ、原発再稼働を止め、県民が主役の新しい県政をつくろう」と熱く呼びかけると、力強い声援と拍手がわきおこりました。

産経新聞2016.10.7 22:07更新 
【共産・志位和夫委員長の応援演説詳報（上）】「柏崎刈羽原発は出力２倍で危険も２倍、放射能汚染水は４倍」
　共産党の志位和夫委員長は７日夜、生活の党と山本太郎となかまたちの小沢一郎代表、社民党の福島瑞穂副党首とともに新潟市中央区のＪＲ新潟駅前で、１６日投開票の同県知事選で３野党が推薦する医師で弁護士の無所属新人、米山隆一氏（４９）への支持を訴えた。演説の詳細は次の通り。
　　　　　◇
　新潟のみなさん、こんばんは。日本共産党の志位和夫でございます。今日は米山隆一さんを新潟の新しいリーダーに選んでいただきたいということを、お願いしにあがりました。
　７月の参院選では（生活の党の）森裕子さん、堂々たる勝利でしたね。野党と市民が本気になって力を合わせれば力は２倍以上になって、安倍（晋三）首相、官邸や与党がどんなに攻撃してきても、それをはねのけて打ち勝つことができるということを森さんの勝利は証明したのではないでしょうか。もっと力を発揮して知事選で米山隆一さん、みんなの力で必ず県知事に押し上げようではありませんか。
　この知事選の最大の争点は柏崎刈羽原発の再稼働の問題です。米山さんは「福島原発事故の検証なくして再稼働の議論はできない」という泉田（裕彦）知事の路線を引き継ぐことを掲げておられます。この立場は誰がどう考えても当たり前ではないでしょうか。
　柏崎刈羽原発は、事故を起こした福島原発と同じ沸騰水型というタイプの原発です。ただ、ずっと大きいんですね。再稼働が狙われている６号機、７号機が出力１３５万キロワット、事故を起こした福島原発の１機分のだいたい２倍ですよ。２倍の出力ということは危険も２倍ということになるじゃありませんか。
　もう一つ、地下水が大変なんです。柏崎刈羽原発では毎日３３００トンもの地下水をくみ上げています。福島原発も地下水は大問題ですが、その４倍ですよ。地下水がどんどん流れ込んでいる。ですから、あの（新潟県）中越沖地震の際には液状化が起こって、地盤ががたがたになりましたでしょう。もしも大事故になったら、いま問題になっている放射能汚染水が４倍ということになるじゃありませんか。
　同じ沸騰水型、規模は２倍、地下水４倍。とんでもないでしょう。しかも東電はメルトダウンを３日後に把握しておきながら、５年間も隠していたじゃないですか。こんな隠蔽体質を東電に原発を触る資格はありません。（※聴衆から大きな拍手が起こる）
　みなさん、米山隆一さんは１９９９年に茨城県東海村で（核燃料加工会社）ジェー・シー・オー（ＪＣＯ）の臨界事故が起こった際に（独立行政法人の）放射線医学総合研究所で当直をされていた。重体の患者さんが運ばれてきて、もう手をつけられなくて東大のＩＣＵ（集中治療室）に運ばれた。そういう体験をされて、こんなことを２度とつくってはいけないと言われてこられた。放射線のお医者さんです。
　みなさんの健康のために頑張っているわけですが、放射能の恐ろしさを１番よく分かっているのが米山さんじゃないですか？　こういう方こそ、原発の危険から県民の皆さんの命を守り、安全を守る一番最適の方ではないでしょうか。
　相手の自民党推薦の方は、再稼働の話をしないんですねえ。ごまかして選挙をやろうとしているが、そうはいきませんよ。だってみなさん、安倍首相から直接、推薦状をもらってんじゃないですか。再稼働をやっている張本人じゃないですか。しかも新潟の自民党の県連は、県連の大会で再稼働をやれっていう決議をあげたっていうじゃないですか。こんな方が万が一にも知事になったら、それこそみなさん、国と東京電力の言いなりで再稼働へのゴーサインを押してしまうことは間違いありません。
　みなさん、福島の原発事故から５年半です。しかし今の８万８０００人もの方が苦しい避難生活を強いられています。古里を奪われた方が少なくありません。そんなことをもう二度とこの日本で繰り返してはなりません。新潟の美しい古里を守り抜こうという願いはこぞって米山さんに託してください。よろしくお願いします。
産経新聞2016.10.7 22:12更新 
【共産・志位和夫委員長の応援演説詳報（下）】「黒塗りの『のり弁当』みたいな資料で全く分からない」

新潟県知事選　米山隆一氏の応援で街頭演説した共産党の志位和夫委員長＝７日午後、ＪＲ新潟駅万代口前 
　皆さん、ＴＰＰ（環太平洋戦略的経済連携協定）の問題も大きな争点です。国会で論戦やっていますが、政府の言い分は全部崩れました。重要農産物の５項目、おコメ、麦、牛豚肉、乳製品、砂糖を聖域にすることが国会決議だったのです。ところが、５項目の３割の品目で関税撤廃、残り７割も関税の引き下げなど無傷なものは一つもないということを政府が認めました。
　しかも皆さん、国会の質疑の中で、交渉の成果を出せと野党が要求すると、黒塗りの「のり弁当」みたいな資料を持ってくる。全く経過が明らかにならない。それに加えて皆さん、重大な問題が発覚しました。
　これまでは、政府の言い分は「輸入米の販売価格は国産米と同じ水準にします。だからＴＰＰをやってもコメに影響はない」といってきました。ところが偽装されまして、６０キロ・コメ１俵で最大３６００円安く流通することが明らかになりました。皆さん、政府の言い分、ことごとく総崩れではありませんか。
　皆さん、米山隆一さんの好きな食べ物は、炊きたてのご飯なんです。生まれは魚沼というところです。米山さんは新潟のおコメと農業を担う人として、これ以上にふさわしい方はいないのではないでしょうか。米山さんでＴＰＰをストップさせ、この素晴らしい日本が誇るコメと農業を守っていこうではありませんか。
　新潟県政の問題について、米山さんの政策を拝見して素晴らしいと思いました。子育て、医療、介護、そして福祉で、日本一の新潟ということを掲げています。一つ一つ読むと、お医者さんと弁護士の両方（の資格）を持っているのですごい。お医者、弁護士として、地域の方々に寄り添って頑張ってこられた米山さんならではの政策だと感じるんです。
　例えば、お医者さんの数が足らない。東京で助かる命、この新潟で損なわれるということがあってはならないと、お医者さんの数を増やすことを公約にしていいます。米山さんならではの、重みのある政策ではないでしょうか。
　もう一つ、米山さんの政策でこれはすごいなと思うのは医療と介護、これは国の制度ですが「実行するのは自治体だ、だから予算をちゃんと付けるとするなら、その自治体、自治体でいい制度にできる」と言っています。自治体というのは、国がやらなくても住民の切実にニーズに応え、県独自の制度をやってこそ自治体といえるのではないでしょうか。
　米山さんの政策をみると介護の職員の待遇改善、中小企業で最低賃金を上げる、新潟県独自の給付型奨学金をつくる、独度の制度をつくろうという言葉が並んでいます。皆さん、本当の自治体をみる新潟で、米山さんで取り戻していこうではありませんか。よろしくお願いします。
　沖縄では（知事の）翁長（雄志）さんを先頭に基地のない平和な沖縄を取り戻す動きが広がっています。岩手では、達増（拓也）知事を先頭に被災者の方々を支援する素晴らしい県政に発展しています。鹿児島では三反園（訓）さんが新しい知事になって、九州電力に川内原発を止めろと言ったではないですか。これが新しい政治の流れで、ここで米山さんが新潟の知事になれば、この新潟から日本を変える素晴らしいことになることは間違いありません。
　どうか皆さん、最後までのご支持で、米山さんを必ず知事に押し上げていただきますよう、重ねて御礼を申し上げて、私の訴えとさせていただきます。ありがとうございました。頑張ります。
しんぶん赤旗2016年10月8日(土)

米山知事を誕生させ、原発再稼働ストップ、県民が主役の新しい県政つくろう　新潟県知事選での志位委員長の訴え

	[image: image13.jpg]



（写真）訴える志位和夫委員長＝７日、新潟駅前


　日本共産党の志位和夫委員長が７日、新潟県知事選（１６日投票）の米山隆一候補を応援するために新潟駅前（新潟市）で行った演説（要旨）は、次の通りです。

　こんばんは。日本共産党の志位和夫です。米山隆一さんを新潟県の新しいリーダーにとお願いするために駆け付けました。どうかよろしくお願いいたします。（拍手）

野党と市民が本気で力合わせれば、力は何倍にも

　参院選(新潟選挙区)では森裕子さんが見事に勝利しました。野党と市民が本気で力を合わせれば、その力は何倍にもなり、首相官邸、与党挙げての攻撃をはね返し、勝利できることを証明しました。（「そうだ」の声、拍手）

　知事選挙では、野党と市民の共闘をさらに大きく発展させ、米山隆一さんを必ず新潟県知事に押し上げようではありませんか。（「そうだ」の声、拍手）

柏崎刈羽原発の再稼働問題――「福島原発事故の検証なしに再稼働の議論はできない」は当たり前の主張

　この知事選の最大の争点は、（東京電力）柏崎刈羽原発の再稼働問題です。

　米山隆一さんは、「福島原発事故の検証なしに再稼働の議論はできない」という泉田知事の路線をしっかり引き継ぐことを公約にしています。これは、立場の違いを超え、誰がどう考えても、道理ある、当たり前の主張ではないでしょうか。（「そうだ」の声、拍手）

　柏崎刈羽原発とはどんな原発でしょうか。事故を起こした福島原発と同じ沸騰水型の原発です。６、７号機は出力１３５万キロワット。日本最大級の原発で、事故を起こした福島第１原発１～４号機と比べるとほぼ２倍もの巨大原発です。事故が起きれば危険も２倍ということになります。さらに、毎日３３００トンもの大量の地下水をくみ上げています。福島原発の４倍もの地下水です。２００７年の中越沖地震のさいには液状化が起きましたが、仮に大事故となれば汚染水は４倍にもなる危険があります。東電は、福島原発事故のメルトダウン（炉心溶融）を３日後に把握していながら５年間も隠していました。こんな隠蔽（いんぺい）体質の東電をどうやって信頼せよというのか。「検証なしに再稼働なし」はあまりに当たり前、県民のみなさんの誰もが賛成できることではないでしょうか。

　米山さんは、１９９９年の東海村ＪＣＯ事故のさい、放射線医学総合研究所の当直医だったとのことです。労働者が大量の放射能を浴びた事故です。あまりに被曝（ひばく）がひどいので診る間もなく、東大のＩＣＵ（集中治療室）に運ばれ、亡くなった。米山さんは、「本当に悲惨だった。そんな人をもう二度とつくってはいけない」と決意を語っています。放射線科医として、放射能の恐ろしさを誰よりも知りぬいている。こういう方こそ、原発から県民の命と安全を守る上で最適の方ではないでしょうか。（拍手）

　自民党推薦の候補は、再稼働について語ろうとしません。しかし、推薦状を出した安倍（晋三）首相は全国の原発再稼働の張本人です。推薦する自民党は県連大会で原発再稼働を求める決議を上げました。万一、知事になれば、国と電力会社いいなりに再稼働にゴーサインを出すことになることは明らかです。

　福島原発事故から５年半。いまなお８万８千人が避難生活をおくっています。少なくない方が故郷を奪われました。二度と繰り返してはなりません。故郷新潟を守れ――どうか、こぞって米山隆一さんにその願いを託してください。（拍手）

政府の言い分が総崩れのＴＰＰ――日本に誇る新潟のコメと農業を守ろう

　ＴＰＰ（環太平洋連携協定）問題も大争点です。

　国会論戦を通じて、政府の言い分には一かけらの道理もないことは明らかになっています。「国会決議」では、農産物重要５項目――コメ、麦、牛・豚肉、乳製品、砂糖は「聖域」とされていますが、３割の品目で関税が撤廃されます。残る７割でも関税が引き下げられるなど「無傷の品目は一つもない」ことを政府も認めました。

　「黒塗り資料」に象徴される異常な秘密主義。くわえて、大問題が発覚しました。輸入米の価格が偽装されていたんです。政府は「輸入米の販売価格は国産米と同じ水準になる。だからＴＰＰはコメに影響ない」と説明していました。ところが、輸入米が「６０キロで最大３６００円」も安く売られていたことが判明しました。政府の言い分は総崩れとなっています。（「そうだ」の声、拍手）

　米山さんの法定ビラを見ますと、「好きな食べ物」は「炊き立てのご飯」とあります。「生まれ」は「魚沼」。新潟のコメと農業を守るのに最適の方ではないですか。米山さん勝利でＴＰＰ協定ストップ、日本に誇る新潟のコメと農業を守りぬこうではありませんか。（拍手）

地方自治の精神が輝く米山さんの政策――「子育て・医療・介護・福祉日本一の県政」の願い託そう

　新潟県政をどうするか。

　米山さんは､｢子育て支援、医療、介護、福祉の安心・充実日本一の新潟県」をと訴えています。

　米山さんの政策を拝見しますと、医師・弁護士として地域の人々に寄り添って頑張ってきた体験からつくられたものだと感じます。「東京で救える命が新潟で救えないことなどあってはならない」。米山さんは、こういって医師、看護師を増やすと公約に掲げています。そこには地域で頑張ってきた体験がきざまれています。（拍手）

　もう一つは、米山さんが、「医療、介護の制度をつくるのは国だが、実際に仕事をするのは自治体。予算の工夫で良いものにできるはず」と強調されていることです。国がやらないことでも、住民の切実な願いがあれば、自治体独自の仕事を行う。米山さんの公約では、介護職員の待遇改善、中小企業支援による最低賃金引き上げ、新潟版「給付型奨学金」――新潟独自の政策が打ち出されており、ここには地方自治の精神が輝いています。

　米山さんに「子育て支援、医療、介護、福祉の安心・充実日本一の新潟県」を託そうではありませんか。（拍手）

野党と市民の共闘で「住民が主役」の新しい自治体――この流れを大きく発展させよう

　いま、全国各地で野党と市民の共闘で、住民が主役の新しい自治体が広がっています。沖縄県では、翁長（雄志）知事を先頭に「基地のない平和な沖縄」をめざす島ぐるみのたたかいが大きく発展しています。岩手県は、達増（拓也）知事を先頭に被災者支援ですばらしい仕事をしています。鹿児島県では、新しく当選した三反園（訓）知事が川内原発停止を申し入れるなど、県民の命と安全最優先の県政が始まっています。

　全国で起こっているこの未来ある流れを、新潟で大きく発展させようではありませんか。この新潟から、野党と市民がみんなで力を合わせ、米山隆一知事を誕生させ、原発再稼働を止め、県民が主役の新しい県政をつくろうではありませんか。新潟から日本を変えようではありませんか。（「がんばろう」の声、大きな拍手）

与野党、知事選応援で新潟入り　衆院補選にらみ

共同通信2016/10/7 19:54

　与野党幹部は7日、選挙期間中の新潟県知事選（16日投開票）応援のため、相次いで現地入りした。与野党対決の構図となる23日投開票の衆院補欠選挙の前哨戦と位置付ける中、自民党の古屋圭司選対委員長は与党系候補の選挙事務所を訪れ、陣営の幹部を激励。共産、生活、社民の野党3党が推薦する候補者の支援で党首らが合同で演説会を開いた。

　古屋氏は自民、公明両党が推薦する森民夫前長岡市長（67）の陣営の引き締めを図った。一方、共産党の志位和夫委員長、生活の小沢一郎共同代表は、社民党の福島瑞穂副党首とJR新潟駅前で、医師で弁護士の米山隆一氏（49）とともに演説に立った。

首相、勝利へ万全態勢指示　新潟知事選や衆院補選

共同通信2016/10/7 13:46

　安倍晋三首相は7日、自民党の二階俊博幹事長と官邸で会談し、16日投開票の新潟県知事選と23日投開票の衆院2補欠選挙について「極めて大事な選挙だ。怠りなく真剣に、勝利に向けて頑張ってほしい」と指示した。二階氏は「万全の態勢を取る」と述べた。

　これに先立ち、二階氏は都内で開かれた経団連幹部との懇談会で「経団連は最有力の自民党の支援団体だ。力添えをいただきたい」と協力を要請した。

　新潟県知事選について「（選挙情勢に）明るいものが出てこない」と分析。同県にある東京電力柏崎刈羽原発の再稼働問題が争点として浮上していることを踏まえ、電力業界などの協力も求めた。

産経新聞2016.10.7 17:50更新 
新潟県知事選・衆院ダブル補選　安倍晋三首相、自民・二階俊博幹事長に「勝利に向け頑張って」と指示
　安倍晋三首相は７日、自民党の二階俊博幹事長と官邸で会談し、新潟県知事選（１６日投開票）と、東京１０区、福岡６区の衆院２補欠選挙（１１日告示、２３日投開票）について「極めて大事なので党でも怠りなく、真剣に勝利に向かって頑張ってほしい」と指示した。
　これに先立ち、二階氏は榊原定征会長ら経団連幹部との懇談会でも協力を要請した。
「ＴＰＰ成立に努力を」　首相、二階幹事長に指示 
日経新聞2016/10/7 19:12
　安倍晋三首相は７日、自民党の二階俊博幹事長と首相官邸で会談し、今国会での環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）の承認手続きと関連法案の成立に向け「党内を一層引き締めて努力してほしい」と指示した。首相は衆院東京10区補選や新潟県知事選も「極めて大事だから、怠りなく真剣に勝利に向けて頑張ってほしい」と述べた。
　二階氏は「党幹部が地元入りして万全の態勢を取りたい」と応じた。
首相、ＴＰＰ「他国に先駆け承認を」　主要閣僚会議を開催 
日経新聞2016/10/7 10:21
　安倍晋三首相は７日、首相官邸で環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）に関する関係閣僚会議を開いた。「他国に先駆けて国会で協定を承認し、早期発効に弾みをつける。自由貿易の下で経済発展を遂げたわが国の使命と確信している」と述べた。政府・与党は今国会で協定の承認案と関連法案の成立を目指す。
　首相は「この国会でやり遂げなくてはいけない」と強調した。石原伸晃経済財政・再生相も「（ＴＰＰの）再協議はしない。各国と協力して批准に向けて努力する」と強調した。会議にはＴＰＰに関係する主要閣僚が集まり協定発効に向けた他国の情勢報告を受けた。
安倍首相、ＴＰＰ承認「今国会でやり遂げなければならない」 
日経新聞2016/10/7 9:15
　安倍晋三首相は７日、環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）に関する主要閣僚会議であいさつし「他国に先駆け国会でＴＰＰ協定を承認し、早期発効に弾みをつける」と語った。「この国会でやり遂げなければならない」と今国会での承認に改めて意欲を見せた。〔日経ＱＵＩＣＫニュース（ＮＱＮ）〕
首相「ＴＰＰを先駆けて承認し早期発効に弾みを」
NHK10月7日 11時24分
安倍総理大臣は、ＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定の関係閣僚会議で、「他国に先駆けてＴＰＰを承認し、早期発効に弾みをつけることはわが国の使命だ」と述べ、今の国会での協定の国会承認を目指す決意を改めて示しました。
政府は、今の国会でＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定の国会承認を求める議案と、協定発効後の農家への支援策などを盛り込んだ関連法案の審議が始まるのを前に、総理大臣官邸で関係閣僚会議を開きました。
この中で、安倍総理大臣は「ＴＰＰの新たなルールによって、付加価値が正当に評価され、世界の４割の経済圏を生み出すとともに、日本の農家や中小企業が大いに活躍できるようになる。成長の起爆剤としてＴＰＰの早期発効を期待する声が高まっている」と述べました。
そのうえで、安倍総理大臣は「日本がどうするのか、世界が注目している。他国に先駆けて日本の国会でＴＰＰを承認し、早期発効に弾みをつけることは、わが国の使命だと確信をしている。この国会でやり遂げなければならない」と述べ、今の国会での協定の国会承認を目指す決意を改めて示しました。
首相 ＴＰＰの今国会での承認に向け努力求める
NHK10月7日 15時31分
安倍総理大臣は、自民党の二階幹事長と総理大臣官邸で会談し、ＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定について、「なお一層引き締めて努力してもらいたい」と述べ、今の国会での承認に向け、緊張感を持って審議を進めるよう指示しました。
今の国会でのＴＰＰの承認に向け、自民・公明両党は、今年度の第２次補正予算案の成立後、来週１４日に衆議院の特別委員会で審議に入りたい考えですが、民進党や共産党などは、審議を拙速に行う必要はなく、応じられないとしています。
こうした中、安倍総理大臣は自民党の二階幹事長と会談し、「今の国会での承認に向け、なお一層引き締めて努力してもらいたい」と述べ、緊張感を持って審議を進めるよう指示し、二階氏も「それ相応の決意で頑張りたい」と述べました。
また、安倍総理大臣は、今月１６日に投票が行われる新潟県知事選挙について、「極めて大事な選挙なので、怠りなく真剣に勝利に向かって頑張ってほしい」と述べたのに対し、二階氏は「万全の体制で勝利をつかみたい」と述べました。
産経新聞2016.10.7 09:13更新 
ワシントンで反ＴＰＰ活動、山田正彦元農相ら

６日、米ワシントンのホワイトハウス前でＴＰＰ承認案の採決阻止を訴える抗議活動の参加者（共同） 
　環太平洋連携協定（ＴＰＰ）に反対している山田正彦元農相ら日本の市民団体のメンバーが６日、米首都ワシントンのホワイトハウス前で抗議活動を行った。米労働組合員も参加し「ＳＴＯＰ！ＴＰＰ！」と書かれた横断幕を掲げ「一緒に反対の声を上げよう」と訴えた。
　安倍政権は今国会成立を目指しており、山田氏は「強行採決は絶対阻止する」と強調した。
　山田氏は事前にＴＰＰ反対の急先鋒サンダース上院議員や、共和党のライアン下院議長の事務所を訪れ、日本が承認案採決をしないよう働き掛けを求めた。
　オバマ政権は連邦議会にＴＰＰ承認を求めているが、議会内は反対論が強い。大統領候補の民主党クリントン、共和党トランプ両氏も反対の姿勢を打ち出している。（共同）
民進・安住氏 ＴＰＰ審議前に閣僚所信表明と質疑を
NHK10月7日 17時22分
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民進党の安住代表代行は、記者会見で、ＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定の国会承認を求める議案の取り扱いについて、内閣改造で閣僚が交代しており、各委員会で閣僚の所信表明と質疑を行わなければ、議案の審議に応じられないという考えを示しました。
ＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定の国会承認に向け、自民・公明両党は、来週１４日に衆議院の特別委員会で審議に入りたいとしています。
これについて安住代表代行は記者会見で、「内閣改造があり、大臣の顔ぶれが変わっているので、まず、それぞれの常任委員会で大臣から所信を聞き、これに対する質疑を行うのが国会のルールだ」と指摘しました。そのうえで、安住氏は「ルールを全部とばして、ＴＰＰを審議しろというのは、都合がよすぎる」と述べ、各委員会で閣僚の所信表明と質疑を行わなければ、議案の審議に応じられないという考えを示しました。
“日本はＴＰＰ再交渉に応じず” 米の両党に伝える
NHK10月7日 10時07分
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アメリカ大統領選挙の民主・共和両党の候補者がＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定に反対する中、河井克行総理大臣補佐官がワシントンを訪れて、両党の関係者と会談し、日本政府としてＴＰＰの再交渉には応じない考えを伝え、早期発効への理解を求めました。
アメリカ大統領選挙の民主党のクリントン候補と共和党のトランプ候補は、ＴＰＰは雇用の創出につながらないなどとして、いずれも反対する考えを表明しています。
こうした中、河井総理大臣補佐官が５日からワシントンを訪れ、クリントン氏やトランプ氏に近いとされる元議員や元政府高官など、民主・共和両党の関係者と会談しました。一連の会談で河井氏は、アメリカでＴＰＰの再交渉を求める意見が出ていることを念頭に、「安倍総理大臣は再交渉しないと明確に表明している」と伝えました。そして「安倍総理大臣は今の臨時国会でＴＰＰが承認されるよう全力を挙げている」と説明したということです。
このあと河井氏は記者団に対し、「安倍総理大臣の姿勢がアメリカへの後押しになる」と述べ、アメリカ議会でもＴＰＰの承認が得られることに期待を示しました。
アメリカでは大統領選挙がおよそ１か月後に迫る中、ＴＰＰ反対の動きが強まっていて、議会で承認される見通しは立っておらず、先行きは不透明感を増しています。
輸入米問題 農水省が調査「調整金価格に影響せず」
NHK10月7日 18時43分
国の管理のもとで輸入するコメをめぐり、業者間で「調整金」と呼ばれるお金のやり取りが明らかになった問題で、農林水産省は卸売などの業者や輸入業者の一部が調整金のやり取りを認めたものの、国内産のコメの価格への影響は確認できなかったとする調査結果を正式に発表しました。
これは、国が管理するコメの輸入で国の入札に参加した輸入業者と卸売業者の間で、調整金と呼ばれるお金のやり取りが行われ、国が契約した価格より輸入米が安く流通していた可能性があると指摘されているもので、農林水産省が実態調査を進めてきました。
７日発表した調査結果によりますと、輸入業者と卸売などの業者合わせて１３９社のうち、およそ２８％にあたる４０社が過去に調整金のやり取りを行い、１５％にあたる２１社が今も行っていると答えたということです。調査では入札で価格が決まった輸入米が実際にどれぐらい安く販売されたのかは分からなかったとしています。ただ、受け取った調整金を輸入米を安く流通させるためにそのまま使ったと答えた業者はいなかったということです。
そのうえで農林水産省は、主食用の輸入米の量は国内の市場全体の、多くても１％と少量にとどまっているうえ、主食用の輸入米の入札の前後で国産のコメの価格に目立った変化がないなど相関関係がみられないなどとして調査では国内産のコメの価格への影響は確認できなかったとしています。農林水産省は関係者の不安を招かないよう、今後、主食用の輸入米の入札にあたっては調整金のやり取りを行わないよう求め、違反した場合には入札の資格を取り消すなどの処分を行うとしています。
農相「国産米への影響確認できず」
これについて、山本農林水産大臣は閣議のあとの会見で、「結論としては金銭のやり取りがある程度あったわけだが、主食用の輸入米が国産のコメの需給、価格に影響を与えている事実は確認できなかった。今までの目の曇りを明らかにしてくれるような調査だと考えている。農業関係者の不信感を払拭（ふっしょく）するため丁寧な説明に努めたい」と述べました。
小泉農林部会長「今後もしっかり説明を」
自民党の小泉進次郎農林部会長は記者団に対し、「情報を小出しにすることなく、まとまった調査をして結果を出したことはよかった。今後、ＴＰＰの審議の中でも、この問題が出ると思うので、国民の不安が少しでもなくなるように、政府からしっかりと説明してもらいたい」と述べました。
民進党 集中審議で追及へ
衆議院予算委員会の理事懇談会が開かれ、齋藤農林水産副大臣が調査結果を報告しました。これに対して、民進党は「業者へのヒアリングが不十分だ」などとして、引き続き、この問題を追及していく考えを示しました。このあと、野党側の筆頭理事を務める民進党の長妻・元厚生労働大臣は記者団に対し、「いい加減な調査で、疑問は解消されていない。来週１２日の集中審議でも追及していく」と述べました。
民進 山井国対委員長「アリバイ作りの調査」
民進党は、会合を開き、農林水産省から輸入米をめぐる調査結果の説明を受けました。出席した議員からは「業者への聞き取り項目などが示されておらず、全く信用できない」とか「なぜ国内産のコメの価格に影響を与えなかったと判断できるのか疑問だ」などという意見が相次ぎました。このあと、山井国会対策委員長は記者団に対し「このままでは、アリバイ作りの調査と受け取られかねない。ＴＰＰなどの審議は全く見通せない」と述べました。
調整金の使われ方は
今回、問題となった輸入業者と卸売業者の間でやり取りされていた調整金は、卸売業者が主食用の輸入米を市場に流通させる際、安くするために使ったのではないかと指摘されていました。輸入米が低価格で市場に出回るようになれば、国内産のコメの市場価格にも影響がでるのではないかとの疑念がうまれたのです。
農林水産省の今回の調査によりますと、輸入業者から調整金を受け取った卸売などの業者は、使い方をあらかじめ決めず、コメの保管や加工にかかる経費として使っていたほか、国内産のコメの価格が下落し輸入米の買取価格が割高になったときに、値引きの原資として使っていたということです。

一方、輸入業者は、入札で決まった国への売り渡し価格より安く輸入米を仕入れることができた場合、そこで生じた利益を調整金として卸売などの業者に渡していたほか、逆に、輸入米の仕入れ価格が国への売渡価格を上回って損が生じた場合には、卸売業者から穴埋めとして調整金を受け取ることもあったということです。また、得意先の卸売業者に販売促進のための協力金として調整金を渡すこともあったということで、受け取った調整金を輸入米を安く流通させるためにそのまま使ったと答えた業者はいなかったということです。
コメの輸入制度とＳＢＳ方式
日本は輸入するコメには高い関税をかける一方、一定量については「ミニマムアクセス」という制度によって関税をかけずに国が義務的に輸入しています。
この制度は、貿易自由化を議論するガット・ウルグアイラウンドの農業交渉の合意によって日本がコメの関税化を受け入れないかわりに一定量を義務的に輸入する制度として１９９５年から始まったものです。その後、ガットを引き継いだＷＴＯ・世界貿易機関のもとで１９９９年に日本は関税化を受け入れましたが、ミニマムアクセス制度は残り、日本は現在、この制度のもとで毎年、アメリカやタイなどから合わせて７６万７０００トンを関税をかけずに輸入しています。
しかし、このミニマムアクセス制度のもとでは輸入されたコメの多くは主食用ではなく、家畜の餌や加工用として使われるため、アメリカなどコメの輸出国が主食用として流通させるよう強く求めました。それに応じる形で、輸入業者と卸売業者が実質的に直接取引を可能にする売買方式が導入されました。これを「ＳＢＳ」方式と呼びます。ＳＢＳは売買同時契約を意味し、国内のニーズをふまえたうえで卸売業者と商社などの輸入業者がセットで国の入札に参加して、最終的に国が輸入業者からの買い入れと卸売業者への売り渡しを同時に行うものです。国はＳＢＳ方式による輸入を上限１０万トンまで認めており、主にレストランなどの業務用として流通しています。
しんぶん赤旗2016年10月8日(土)

ＳＢＳ米価格偽装問題　商社の７割が「調整金」　農水省が調査結果を公表

　輸入米が国産米より安く流通していると疑われている問題で、農林水産省は７日、国が実施している輸入米の入札に関する調査結果を公表しました。外国産米を輸入している商社の７割が、「調整金」などと呼ばれる金銭のやりとりが存在することを認めました。

　「調整金」は輸入米の価格を引き下げる道具になっているとされます。そのやりとりの存在を認めたことで、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）の政府の影響試算に改めて重大な疑いが生じました。

　農水省は今回、直近５年間に落札実績のある商社と卸売業者に聞き取りを実施しました。商社では２６社中１９社（７３％）、卸売業者でも１１３社中４２社（３７％）が現在または過去に「調整金」や「販売促進費」などの名目で金銭のやりとりがあったと回答。「調整金」が広く慣例化していたことが明らかになりました。

　農水省は、今後は「調整金」を禁止し、違反した場合は入札参加資格の停止や取り消しの措置をとることを決めました。一方で、「国産米の需給および価格に影響を与えていることを示す事実は確認できなかった」と結論。「調整金」がＳＢＳ（売買同時入札）米の価格にどのような影響を与えたかについては言及しないまま、国産米価格への影響を否定しました。

　安倍首相は同日、ＴＰＰに関する主要閣僚会議を開き、「他国に先駆けてＴＰＰ協定を承認し、早期発効に弾みをつける。この国会でやり遂げなければならない」と述べました。

ＳＢＳ米価格偽装問題 

　政府が輸入しているミニマムアクセス（最低輸入機会）米７７万トンのうち、主食用として流通する１０万トンは売買同時入札（ＳＢＳ）方式で輸入されています。ＳＢＳ方式では、商社と卸売業者の間に政府が入り、事実上の関税をかけます。安い輸入米の流入で国産米が打撃を受けることを防ぐためです。

　安倍晋三政権は、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）でコメの輸入が増えても、増加分を備蓄米として政府が買い上げ、ＳＢＳ方式で輸入米と国産米の価格差が無くなるので、国内農業への影響はないとしてきました。

　しかし、商社が輸入価格を実際より高く偽装し、卸売業者に「調整金」の名目でリベートを渡していたことが発覚。「調整金」を道具に輸入米が国産米より安く販売されていた疑惑が生じました。

しんぶん赤旗2016年10月8日(土)

輸入米の影響「ゼロ」の前提崩れる　ＴＰＰ強行は許されない　畠山和也衆院議員の話
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（写真）畠山衆院議員


　農林水産省の調査結果は、輸入米の売買同時入札（ＳＢＳ）において「調整金」が広く常態化していたことを示しました。

　ところが、「調整金」の使途は不明確なままです。調査結果が示しているのは、「調整金」を受け取った卸売業者の半数が「さまざまな経費に活用」したということだけです。輸入米の価格を引き下げる道具として使われた可能性は十分にあります。

　政府の環太平洋連携協定（ＴＰＰ）の影響試算の前提は、輸入米と国産米の価格が同水準であり、国が輸入分と同量を買い上げて影響を遮断するため、コメの輸入量が増えても影響は「ゼロ」だというものです。「調整金」はその前提を崩します。

　農水省は、公文書の保存期間を理由に直近５年間しか調べず、ＳＢＳ入札前後の国産米価格の変動が小さかったことなどを根拠に、国産米への影響は確認できなかったとしています。

　この時期、国産米の価格は非常に下がっていました。つまり、卸売業者にとって品質の劣るＳＢＳ米を購入する動機が低下していた時期だけを調べているのです。

　しかも、調査対象にしているのは国産米の全銘柄の平均価格です。ＳＢＳ米で大きな影響を受けるのは、競合する業務用米です。事実、業務用米を多く作っている青森県などでは、ＴＰＰで大きな打撃を受けるとの試算を発表しています。

　国産米の価格が下がってきたのは、１９９５年にコメの輸入を開始して以降です。５年間ではなく、さかのぼった調査がなければ農家の不安や不信は払しょくできません。関係業者を国会に参考人招致するなど徹底した真相究明が必要です。

　安倍政権はＴＰＰの影響試算を撤回し、試算をやり直すべきです。ましてや拙速な審議、強行採決など絶対に許されません。根本的には、国内でコメをつくり、消費する条件があるにもかかわらず、外国からコメを輸入する仕組み自体を改める必要があります。

二階氏「新潟知事選、これは大変、やっかいな部分だ」
朝日新聞デジタル2016年10月7日09時28分

二階俊博氏
■二階俊博・自民党幹事長
　新潟県知事選挙、これは大変、やっかいな部分だ。原発の関係も絡んでいることが底流によどんでいるというか、沈んでいるというか、選挙には、パッと明るいものが出てこない。何とかして、（自民、公明の推薦候補の）勝利を考えていきたいと思いますが、どうか、電力業界など、オール日本でやっぱり対抗していかないといけない。（対立候補を支援する）彼らはいつでもオール日本で来るわけですから、我々の方は全地域を挙げて対抗していかなければいけない。（経団連幹部との懇談で）
東京１０区補選に支援要請＝二階自民幹事長
　自民党の二階俊博幹事長は７日、経団連幹部との会合で、衆院東京１０区補選について「経済界の皆さんは東京にいっぱい知り合いがいるわけだから、一声掛けてもらうと影響力が大きい」と支援を要請した。自民党分裂となる衆院福岡６区補選は「どっちに転んでも勝つ」と自信を示した。
　二階氏は東京電力柏崎刈羽原発の再稼働が争点となる新潟県知事選にも言及し、「何とか勝利を考えていきたい。電力業界などオールニッポンで対抗していかなければならない」と訴えた。　（時事通信2016/10/07-12:56）
起立・拍手「猛省求める指摘あたらず」　内閣が答弁書
朝日新聞デジタル2016年10月7日18時31分
　安倍内閣は７日の閣議で、首相の所信表明の演説中に自民党議員らが起立・拍手した問題をめぐり、「海上保安庁や警察、自衛隊の職員等に心からの敬意を表そうと呼びかけたもの」であり、猛省すべきだとの指摘はあたらない、とする答弁書を閣議決定した。
　逢坂誠二氏（民進）が質問主意書で、首相に促された議員が一斉に起立・拍手して約１０秒間演説が中断したことをふまえ、「扇動的な行為は行うべきでない」「安倍首相は猛省すべきだ」と指摘したことに答えた。
議場での起立拍手「猛省求める指摘は当たらない」
NHK10月7日 14時50分
政府は閣議で、安倍総理大臣が先の衆議院本会議で自衛隊員らをたたえて拍手をした際に、多くの自民党議員も立ち上がって拍手をしたことについて、自衛隊員らに敬意を表そうと行ったもので、猛省すべきという指摘は当たらないとした答弁書を決定しました。
この答弁書は、民進党の逢坂誠二衆議院議員が提出した質問主意書に対するものです。それによりますと、安倍総理大臣が先月２６日の衆議院本会議で行った所信表明演説で、自衛隊員らをたたえて拍手をした際に、多くの自民党議員も立ち上がって拍手をしたことについて、安倍総理大臣は猛省すべきで、こうした扇動的な行為は行うべきではないなどとただしています。
これに対し、答弁書では「所信表明演説については、安倍総理大臣は、領土、領海、領空を守る任務に当たる海上保安庁、警察、および自衛隊の職員等に対し、心からの敬意を表そうと呼びかけを行ったもので、指摘は当たらない」としています。
起立・拍手「猛省求める指摘あたらず」　内閣が答弁書
朝日新聞デジタル2016年10月7日18時31分
　安倍内閣は７日の閣議で、首相の所信表明の演説中に自民党議員らが起立・拍手した問題をめぐり、「海上保安庁や警察、自衛隊の職員等に心からの敬意を表そうと呼びかけたもの」であり、猛省すべきだとの指摘はあたらない、とする答弁書を閣議決定した。
　逢坂誠二氏（民進）が質問主意書で、首相に促された議員が一斉に起立・拍手して約１０秒間演説が中断したことをふまえ、「扇動的な行為は行うべきでない」「安倍首相は猛省すべきだ」と指摘したことに答えた。
公明幹事長「理解されるのか」　カジノ法案で自民にくぎ
朝日新聞デジタル2016年10月7日20時14分
　継続審議となっている統合型リゾート（ＩＲ）の整備を促すカジノ解禁法案について、公明党の井上義久幹事長は７日の記者会見で、「私自身は刑法（賭博罪）の例外を作ることは慎重であるべきだと思う」と述べた。
　井上氏は「社会的な要請がどの程度あり、どのくらい国民に理解されるのか」と述べ、ギャンブル依存症対策や経済的な効果についても慎重な検討が必要との考えを示した。
　一方、自民党の二階俊博幹事長はＴＢＳの番組収録で「時に応じては、公明は公明の判断、自民は自民の判断、という時もないとは言えないが、今は一緒に色々やっていきたい」として引き続き、公明に理解を求める考えを強調した。
　法案は議員立法で、２０１５年に再提出されて継続審議中。自民は二階氏、細田博之総務会長、茂木敏充政調会長が、１１月上旬の審議再開を目指す方針を確認している。
公明 井上幹事長 カジノ法案に慎重姿勢
NHK10月7日 14時26分
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公明党の井上幹事長は記者会見で、国会で継続審議となっている国内でのカジノ解禁に向けた法案について、「ギャンブル依存症の問題への対応などを議論し、国民の理解を得る手続きが必要だ」と述べ、慎重な姿勢を改めて示しました。
国内でのカジノの解禁に向けて、自民党などは去年、「カジノを含む複合型観光施設を早期に建設すべきだ」として、必要な法案を国会に提出しましたが、継続審議になっています。
これについて、公明党の井上幹事長は記者会見で、「ギャンブル依存症の問題への対応のほか、経済的な効果や社会的な意義がどの程度あるのか、きちんと議論をして、国民的な理解を得る手続きが必要だ」と述べ、慎重な姿勢を改めてて示しました。
一方、井上氏は、地球温暖化対策を進める国際的な枠組みのパリ協定の締結に向けた政府の対応について、「地球温暖化対策をリードすべき立場にあるのに、批准が遅れ、発効手続きに貢献できなかったのは残念だ。日本の対応が十分ではなく、大いに反省すべきだ」と述べました。
カジノを含む複合型観光施設の設置を目指す、超党派の議員連盟の会長を務める自民党の細田総務会長は記者会見で、「国が政策としてカジノを認めることで、ギャンブル依存症の人が増えるという議論もあり、政府がしっかりと対策を講じることが大事だ。法案の成立に向けて、さらに努力しようという機運は高まっており、各党との調整も進めたい」と述べました。
小沢氏「自由党」復活を検討　生活の党、12日総会で決定

共同通信2016/10/8 00:56
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生活の党の小沢一郎共同代表　生活の党の小沢一郎共同代表が次期衆院選に向けて「自由党」という党名の復活を検討していることが分かった。党員らに〇×式のアンケートで意向を確認中で、集計を経て12日の両院議員総会で決める方針だ。複数の党幹部が7日、明らかにした。

　現在の党の正式名称は「生活の党と山本太郎となかまたち」。所属の衆参国会議員5人では、自由党の名称を支持する声が最多だったという。

　小沢氏は4日の記者会見で、名称変更を検討していると明らかにしていた。

　自由党を巡っては、小沢氏が1998年に結成し、自公両党との連立政権を経て2000年に分裂。03年に当時の民主党と合併し、なくなった。

生活の党「自由党」に変更検討　小沢氏意向、山本氏は？
朝日新聞デジタル関根慎一2016年10月7日19時05分

小沢一郎氏
　小沢一郎、山本太郎両共同代表が率いる生活の党と山本太郎となかまたちが、「自由党」への党名変更を検討していることが、７日わかった。党員らに賛否を問う郵送アンケートを実施中で、１２日に両院議員総会を開いて決める。
　同党は所属する衆参国会議員が５人で、政党要件をぎりぎり満たす小所帯。「年明け解散」の臆測が飛び交うなか、「このままの態勢で総選挙に漫然と臨むのではなく、党の刷新や選挙態勢を整える」（小沢氏）ため、両代表が協議して党名を変えることにした。党幹部によると「自由党」は、旧自由党党首だった小沢氏の意向という。
　旧自由党は１９９８年、小沢氏が前年末に新進党を解党して結成、党首に就いた。自民党や公明党との連立政権の一角を占めたが、００年に離脱。０３年に当時の菅直人代表が率いる民主党と合併した。（関根慎一）
「稲田防衛相、愚かと気づいたら勉強を」　民進・安住氏
朝日新聞デジタル2016年10月7日17時09分
■安住淳・民進党代表代行
　（稲田朋美防衛相は）以前は勇ましいことを言って、民主党政権下での防衛政策について相当批判していた。防衛大臣になって初めて、自分が過去愚かだったことに気づいたのであれば、これから勉強して頑張ればいい。ただ、防衛大臣の一時だけ政府（見解）に合わせたことを言い、辞めたらまた元に戻るでは、政治家としての一貫性はどこにあるのか。
　私も防衛副大臣をやったから感じるが、防衛費を軍事費と言うのは単純な間違いに見えるが、非常に重要な基礎的なこと。（就任から）国会まで２カ月近くあった。安倍内閣の目玉人事というならなおさら、国民が信頼できる防衛大臣として、勉強して国会に臨むべきだった。その点が欠けている。リーダーとしての資質はないのではないか。厳しく追及していきたい。（国会内の記者会見で）
白紙領収書、統一ルール作りを要請…高市総務相

読売新聞2016年10月07日 23時58分

　高市総務相は７日の閣議後の記者会見で、国会議員が出席した政治資金パーティーで白紙の領収書を受け取り、金額などを書き込んでいた問題について、「各政党で統一して改善方法を考えていただきたい」と述べ、政党間協議による統一したルール作りに期待感を示した。

　金田法相も同日の記者会見で、「金額を白地にして交付する領収書は望ましくない」との考えを示した。全国各地の地方議会では、議員が領収書を偽造し、税金が原資の政務活動費を不正受給していた問題が相次いで発覚。富山市議会では１２人が議員辞職している。

　一方、自民党の二階幹事長は同日、記者団に「政治とカネの問題で細かいことばかり追及している」と述べ、問題視しないことを示唆した。

白紙領収書問題　民進・安住氏「何百枚も不自然」　自民・二階氏「細かいこと追及」

東京新聞2016年10月8日 朝刊

 

　菅義偉（すがよしひで）官房長官と稲田朋美防衛相が政治資金パーティーで白紙領収書を受け取り、自身の事務所で金額などを記入していた問題について、民進党の安住淳代表代行は七日の記者会見で「後でまとめて同じ筆跡で同じ日に何百枚（も記入する）というのは不自然だ。法の不備があるなら、法改正も含め検討したらいい」と、政治資金規正法改正の必要性に言及した。

　高市早苗総務相が「法律上問題はない」と主張したことには「与党側の意向に沿った発言だ。ちょっと首をかしげる」と疑問視した。

　一方、自民党の二階俊博幹事長は記者団に「政治とカネの問題で細かいことばかり追及している。そんなことを詰めるより、政治の責任はもっと大きい問題で命がけでやっていくことが大事だ」と述べた。

　公明党の漆原良夫中央幹事会会長は記者団に「法律的に金を出した人が領収書を書いたから全部無効とはならないと思う」と指摘。「政治家同士の場合は信頼関係の中でやっているケースがある。全面的に禁止するのは問題がある」と述べた。

　高市氏は記者会見で「それぞれの党内で統一し、どう改善するか方法を考えていただけると大変ありがたい」と、法改正ではなく、各党の自主的ルールで対応することが望ましいとの考えを示した。

しんぶん赤旗2016年10月8日(土)

「白紙領収書」疑惑　３閣僚追及に大反響　各紙が小池質問を報道

　菅義偉官房長官、稲田朋美防衛相、高市早苗総務相の「白紙領収書」の疑惑に迫り「共感し感動した」との声が寄せられた日本共産党・小池晃書記局長の６日の国会質問。同日夜のテレビ報道が詳しく紹介したほか、大手紙すべてが７日付朝刊で報じました。

　日刊スポーツは「よくある手法」の大見出しで、小池氏が国会で提示した領収書の写しを大きく掲載。資金管理団体の収支報告書に添付された領収書のうち同じ筆跡のものが計２６０枚、総額５２０万円分にものぼることを小池氏に指摘され、稲田防衛相は事実と認めたと書いています。
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（写真）小池質問の「白紙領収書」問題を報じるスポーツ紙や一般紙


　「朝日」は「自民議員間で慣例化か」との見出しで社会面トップで報道。政治資金パーティーで支払った側が後から金額を書き込む白紙領収書を「問題ない」とする答弁を批判する専門家のコメントを紹介しています。

　東京新聞は１面で「白紙領収書が『慣行』　菅、稲田氏認める」との見出しを立て、白紙領収書に金額や日付を後から自分の事務所で記入する「慣行」を正当化する開き直りを認めれば政治資金規正法の「根幹がガタガタだ」と小池氏が追及したと伝えました

しんぶん赤旗2016年10月8日(土)

白紙領収書「悪用できる」　５万～１０万円領収書　元国会議員も「エッ」　さらなる追及に期待の声

　安倍内閣の閣僚による「白紙領収書」問題を追及した日本共産党の小池晃書記局長の質問（６日）が、大きな反響を呼んでいます。「問題ない」と強弁した菅義偉官房長官、稲田朋美防衛相、高市早苗総務相ら３人の大臣のさらなる追及を求める声が強まっています。

　「パーティー券の領収書を白紙で渡すのは“慣行”化していたね。金額をどう書くかは、もらった側の判断による。その気になれば、悪用できるよね」

　こう話すのは、自民党の政治資金事情をよく知る元国会議員です。

　元国会議員によると、議員同士のパーティー券は「お互い２万円ずつ購入するのが暗黙のルールだ」といいます。

　「昨日の質問で、菅義偉官房長官の分には５万円や１０万円の領収書があると聞いて『エッ』と思った。派閥の領袖が、所属議員から多めに買うというならわかるけども、そんなこともあるのかな」

　白紙の領収書に書き込むという政治資金規正法を踏みにじった行為は許されないものです。しかも、元国会議員が疑問を呈したように正しい額が記載されているかどうかも問われます。

　元国会議員は、今回の小池氏の質問について「御党は、よく調べたね。さらに深掘りすると、いっぱい問題が出てくると思うな」と、今後の追及に期待を寄せます。

　党本部には、多くの声が寄せられています。新潟県長岡市の女性は「富山市だけでなく、国会議員もこんなことをやっているんだと、あきれ返っちゃったよ。怒りを力に（知事選などのトリプル選を）がんばります」と怒りの声を寄せてきました。「われわれ自営業者で、あんな領収書が通りますか。腹が立って仕方がない」（男性）など、さらなる追及に期待する声もあります。

法のねじ曲げ解釈　失格答弁

神戸学院大教授　上脇博之さん

　菅官房長官、稲田防衛相、高市総務相の３人は、政治資金規正法の領収書の徴収義務違反と収支報告書へのその写しの添付義務違反に当たります。真正な領収書を徴収してはいないからです。

　お金を払った側が領収書の金額を書いていいのだったら、実際の支出額とは違う金額を書くことができます。それが許されれば、領収書を徴収する義務や、その写しを政治資金収支報告書に添付する義務を課すことに意味がなくなります。

　それではダメだから、受領側が「間違いなく、この金額を受け取りました」と証明するのが領収書です。

　お金を払った側が領収書に金額を書いてはダメという社会常識です。その前提にたって総務省は「収支報告の手引き」も作って、領収書の徴収とその写しを添付するように指導しています。

　それなのに「法律上の問題は生じない」という高市総務相の答弁は所管大臣の答弁としては失格です。総務相の資格が問われます。

　高市総務相も白紙領収書を使っていたのですから、容疑者が罪に問われないように法律をねじ曲げて解釈しているようなものです。

　こうした白紙領収書は、パーティー券の購入の場合だけなのかも疑われます。さらなる追及が必要です。

各党でルール設定を＝政治資金パーティー領収書－高市総務相
　菅義偉官房長官と稲田朋美防衛相が政治資金パーティーで白紙領収書を受け取った後、自身の事務所で金額などを記入していた問題に関し、高市早苗総務相は７日の閣議後の記者会見で「それぞれの党内で統一して、どう改善するか方法を考えていただけると大変ありがたい」と述べ、各党でルールを設定するのが望ましいとの考えを示した。
　白紙領収書の使用は６日の参院予算委員会で明らかになった。菅氏らは、パーティーでの受け付けをスムーズに済ませる目的だったと説明している。（時事通信2016/10/07-12:22）
米軍ハリアー、飛行再開＝墜落事故と同型機－沖縄・嘉手納
　在沖縄米海兵隊は７日、沖縄本島沖での墜落事故を受けて運用を一時停止していた海兵隊ＡＶ８ハリアー攻撃機の飛行を再開した。防衛省沖縄防衛局によると、同日午前８時４０分ごろ、ハリアー３機が米軍嘉手納飛行場（沖縄県嘉手納町など）から離陸した。
　ハリアーは９月２２日、沖縄本島沖で墜落。墜落原因は特定されていないが、在沖米軍トップのニコルソン四軍調整官が今月５日、飛行再開を表明していた。
　飛行再開を受け、沖縄県の翁長雄志知事は「県民の不安を増大させ、信頼関係を著しく損なう。大変遺憾だ」とのコメントを出した。県民の反発が広がる可能性がある。
　稲田朋美防衛相は７日の記者会見で、ハリアーの飛行再開について「米側による安全確認の内容は、防衛省、自衛隊の専門的知見も活用し、評価を行った結果、一定の妥当性を確認した。米側の判断は一定程度理解できる」と述べた。（時事通信2016/10/07-20:11）
ハリアー飛行再開　稲田防衛相「説明した」　米側対策の妥当性を確認

沖縄タイムス2016年10月7日 13:00

　【東京】米海兵隊の戦闘攻撃機ＡＶ８Ｂハリアーが飛行再開するにあたってとった日本政府の対応について、稲田朋美防衛相は７日の閣議後会見で「できる限りの情報を公開し、説明もしてきた」と述べ、沖縄との信頼関係の構築につながるとの認識を示した。



嘉手納基地から離陸する戦闘攻撃機ＡＶ８Ｂハリアー＝７日８時４１分、嘉手名町屋良・道の駅かでな

　米側が、安全確保のため、航空機部隊の隊員や整備員に対する徹底的な確認、航空機の安全技術などに関する手順の検証、日本国内に駐留する全てのＡＶ８Ｂハリアーの徹底的な調査などをしたとの説明を受けた。防衛省は、実施した措置のリスト提供を受け、沖縄防衛局が米側に目的や実施方法を確認。防衛省、自衛隊の専門的知見も活用して評価した。

　稲田防衛相は「一定の妥当性を確認した。飛行再開に関する米側の判断は一定程度、理解できる」と答えた。引き続き原因究明と安全対策を求める。

墜落米軍機の同型機が飛行再開 沖縄県など反発
NHK10月7日 12時55分
先月、沖縄本島の沖合でアメリカ軍の攻撃機が墜落し、そのあと中止されていた同型機の飛行が７日に再開されました。沖縄県などは事故原因が究明されないまま、飛行が再開されたなどとして反発しています。
先月２２日、沖縄本島の東およそ１５０キロの海上でアメリカ海兵隊のハリアー攻撃機が墜落し、アメリカ軍は翌日から同型機の飛行を中止して安全点検などを行ってきました。そして、準備が整ったとして７日に飛行を再開させ、午前８時４０分ごろ同型のハリアー攻撃機３機が嘉手納基地を離陸し、その後、滑走路で「タッチアンドゴー」と呼ばれる離着陸の訓練を行いました。
飛行再開について、アメリカ軍は沖縄防衛局に対し、同型機が安全水準を満たしていることが確認されたと伝えていますが、事故の原因は明らかになっていません。沖縄県の安慶田副知事は記者団に対し、「原因究明が完全にされない中で飛行が強行された。県民が納得しなくても、アメリカ軍が決めればやっていくというのが沖縄の現実なのかと残念な気持ちだ」と述べました。また、嘉手納基地がある嘉手納町の當山宏町長は「一方的に飛行を再開することは決して納得できず、強く抗議したい。訓練が優先され、住民の安全が軽視されているのではないか」と述べ、強く反発しています。
防衛相「米側の判断理解できる」
稲田防衛大臣は閣議のあとの記者会見で、「アメリカ側としても、事故発生以来、安全を最大限確保するため、できるかぎりの措置を講じ、防衛省としては実施したすべての措置を列挙したリストの提供を受けた。把握できた安全確認の内容を取りまとめ、関係自治体に速やかに情報提供した」と述べました。
そのうえで、稲田大臣は、アメリカ軍の安全確認について、「防衛省・自衛隊の専門的知見も活用して評価を行った結果、一定の妥当性を確認した。飛行再開に関するアメリカ側の判断は、一定程度理解できるものだと考えている」と述べました。
しんぶん赤旗2016年10月8日(土)

米軍ハリアー　飛行再開　沖縄　事故原因不明のまま

　在沖米軍は、ＡＶ８Ｂハリアー戦闘攻撃機の墜落事故後、同型機の飛行を停止していましたが、７日、事故原因を究明しないまま同型機の訓練を再開しました。沖縄県は米軍に対し、事故原因が究明されるまでハリアーの飛行中止をするよう強く求め、米軍の飛行再開決定直後には、安慶田（あげだ）光男副知事がキャンプ瑞慶覧(ずけらん)を訪れ、海兵隊太平洋基地司令官に直接抗議しました。

　ハリアーは午前８時４０分ごろ、米軍嘉手納基地（嘉手納町、沖縄市、北谷〈ちゃたん〉町）から飛行を開始。５分間で３機が次々と飛び立ちました。
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（写真）米軍嘉手納基地から飛び立つハリアー戦闘攻撃機＝７日、沖縄県嘉手納町


　約１時間後に基地に戻ったあと、旋回飛行や着陸体勢から急上昇するタッチ・アンド・ゴー訓練を繰り返しました。

　抗議や県民の不安の声を無視する形での飛行強行に、怒りが広がっています。嘉手納基地の第１ゲート前には午前７時半から県民ら約１３０人が集まり午後６時からは約１００人が、基地に向かって日本語と英語で「ハリアーの飛行をやめろ」と怒りの声をあげました。

　沖縄市の安仁屋真孝さん（６５）は「これまでも米軍機は事故を起こしても原因究明しないまま飛行を続けている。またいつ事故が起きるか分からない。沖縄県民はどうでもいいのか。本当に許せない」と憤り、「全基地を撤去するしかない。県民もその方向に動いている」と話しました。

解説

重大事故　今年すでに３件

米海兵隊は垂直離着陸機ＡＶ８Ｂハリアーについて「安全性が確認された」として沖縄県内での飛行を再開させ、稲田朋美防衛相も記者会見で「一定の妥当性を確認した」と容認しました｡しかし､事故原因は特定されておらず、同様の事故が起こらない保証はありません。

　米海軍安全センターによれば、今回の墜落事故は最も深刻な「クラスＡ」（損害額２００万ドル以上または死者１人以上など）に分類され、約６３００万ドルの損害が発生しました。これ以外にも、大西洋上などで今年３月８日、５月６日に「クラスＡ」事故が立て続けに発生、昨年も同クラスの事故を１件起こすなど、重大事故が相次いでいるのが実態です。

　背景には、実戦配備から３０年以上経過したことによる機体の老朽化や、急降下・低空飛行といった訓練による機体への負荷などがあるとみられます。

　ハリアーの飛行再開は沖縄県だけの問題ではありません。同機は年間の大半は沖縄の米空軍嘉手納基地を拠点にしていますが、米海兵隊岩国基地（山口県）にも所属しています。岩国基地内や周辺での訓練も繰り返しており、米海軍厚木基地（神奈川県）への飛来も目撃されています。

　さらに、防衛省は今年７月～１０月にかけて、ハリアーが陸上自衛隊北富士演習場上空で演習を行うとの通報を５件、山梨県に出しています。全国民の安全にかかわる重大問題です。（竹下岳）

菅長官、８日沖縄入り＝訓練場返還へ環境整備
　菅義偉官房長官は８日から２日間の日程で沖縄県を訪問する。７日午後の記者会見で発表した。日米両政府が一部返還で合意している米軍北部訓練場（東村、国頭村）の視察が主な目的。菅長官は沖縄の基地負担軽減で「目に見える」成果を挙げたい考えで、訓練場を抱える両村長らとも振興策を協議し、返還への環境整備を図る。
　菅長官の沖縄入りは、米軍普天間飛行場（宜野湾市）の名護市辺野古移設をめぐる訴訟で、国の訴えを認めた高裁判決以降、初めて。滞在中、翁長雄志県知事とも会談する予定だ。（時事通信2016/10/07-19:02）
菅長官、8日に沖縄訪問　翁長知事と会談へ

共同通信2016/10/7 19:0010/7 19:02updated
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記者会見する菅官房長官＝7日午後、首相官邸　菅義偉官房長官は7日の記者会見で、8、9両日に沖縄県を訪問すると発表した。米軍普天間飛行場（宜野湾市）の名護市辺野古移設の是非で対立する翁長雄志知事と8日に会談する。国と県は移設を巡って訴訟で争っており、国の全面勝訴とした福岡高裁那覇支部判決が9月に出てから、両氏が本格的に会談するのは初めて。

　菅氏の沖縄訪問は6月以来。会見で翁長氏との会談について「現在進めている基地負担の軽減策や沖縄振興策について、膝を交えて率直に意見交換したい」と説明した。菅氏は6日、翁長氏が自民党本部での「沖縄物産展」に参加した際、短時間会談した。

官房長官 ８日から沖縄訪問 北部訓練場の移設工事視察へ
NHK10月7日 17時50分
菅官房長官は午後の記者会見で、８日から沖縄県を訪れ、翁長知事と会談するほか、アメリカ軍北部訓練場の一部返還に向けた移設工事を視察し、工事の進ちょく状況などを確認したいという考えを示しました。
この中で、菅官房長官は、８日から２日間の日程で沖縄県を訪れ、翁長知事と会談することを明らかにしました。さらに、沖縄県内最大のアメリカ軍の演習場・北部訓練場の一部返還に向けた条件となっているヘリコプター発着場の移設工事などを視察したうえで、地元の国頭村や東村の村長らと会談することになりました。
菅官房長官は「沖縄の負担軽減について、『できることはすべて行う』という、政権の最重要課題の１つとして工事に取り組んでおり、進ちょく状況を見て、自分で判断をしたい」と述べ、工事の進ちょく状況などを確認したいという考えを示しました。
翁長知事「基地問題への理解を」　県敗訴の判決議論する集会

共同通信2016/10/7 21:3010/7 21:32updated
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集会のあいさつで、基地問題について話す沖縄県の翁長雄志知事＝7日午後、東京都千代田区の明治大学　米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古移設を巡る訴訟で、県側を敗訴とした福岡高裁那覇支部判決を議論する集会が7日、明治大駿河台キャンパス（東京都千代田区）で開かれた。出席した翁長雄志知事は「（米軍基地問題は）日本国民全体の問題だ」と訴え、沖縄が置かれた状況への理解を求めた。

　翁長氏はあいさつで、地方自治や民主主義を重視していない判決内容だったとして「何度読み返しても腹が立つ」と批判。戦後沖縄が米施政権下に置かれた歴史や、県民総所得に占める基地関連収入はわずかである実態を説明した。

鶴保担当相、「選挙と沖縄振興策リンク」
　鶴保庸介沖縄担当相が６日の自民党衆院議員のパーティーで、沖縄での自民党議員の当選が「振興策とリンクしている」と発言していたことが分かった。地元で反発を招く可能性がありそうだ。
　鶴保氏は「沖縄県選出の国会議員に必ず、また来るべき選挙で勝利してもらわなければならない。その使命をぜひ皆さんもご理解いただきたい。振興策とリンクしている」などと述べた。
　鶴保氏は７日の記者会見で発言を認めた上で、「当選するかどうかは振興策などで県民の支持を得られるかに懸かっているという意味で言った」と説明した。（時事通信2016/10/07-11:58）
「振興策と基地問題、現実にはリンク」　鶴保氏やりとり
朝日新聞デジタル2016年10月7日18時26分
　鶴保庸介・沖縄北方相が７日の閣議後の記者会見で、選挙結果と政府の沖縄振興策を関連付けた自身の発言について説明した。やりとりは以下の通り。
　――昨夜都内であった沖縄出身の衆院議員のパーティーで、選挙への支援を呼びかけたのに合わせて、「振興策とリンクしている」と鶴保大臣がおっしゃったと報じられている。事実関係と意図は。
　私が自分で言ったことを覚えていないというわけにはいかんですけど。一言一句正確であるかはお許しをいただきたいと思う。政治家のパーティーですから、この人には是非当選をしてもらいたいと申し上げるのは当然のことだと私は思っている。ただ、前提として、当選をさせてもらえるか、もらえないかは、本人の努力と県民の支持ですから。
　振興を担当する大臣としては、いかにして県民の支持を得られる振興策をつくれるかが勝負であります。そしてなおかつ、与党であれば、その自覚と責任はどの野党議員よりも強くあるはずでありますから。そういう意味で、振興策をしっかりと彼らが作り上げ、いかに県民の支持が得られる振興策を作り上げられるかは、ご本人の努力にかかっていますよという意味も含めてエールを送ったつもりであります。
　まあ、振興策と本人の当選がリンクしていると言えば、逆の意味にもとれますし。そこのところは、皆さんもおわかりだと思います。本人が頑張って、とにかく皆さんの支持を受けるようにいろんな振興策をともに作り上げていっていただきたいという意味で申し上げました。
　――選挙と振興策を結び付けたともとられかねないが。
　フフフフフ（笑い）【続きあり】
「選挙と振興策はリンク」発言で説明　鶴保沖縄相
朝日新聞デジタル2016年10月7日18時26分
　鶴保庸介・沖縄北方相は７日、閣議後の記者会見で、選挙結果によって政府の沖縄振興策が変わることを示唆する発言をしたことについて、「（沖縄出身の国会議員）本人が頑張って、支持を受けるような振興策を作り上げていただきたいという意味で申し上げた」と説明した。
　鶴保氏は６日、都内で開かれた沖縄出身の自民党衆院議員のパーティーで、「沖縄県選出の国会議員に必ず、来たるべき選挙で勝利してもらわなければならない。（沖縄の）振興策とリンクしています」とあいさつした。
　７日の会見で、沖縄から反発が出るのではないかと問われると、「何ら恥じるものはない」と発言。「振興策と基地問題はリンクしている」とも述べた。
学術会議総会 　「軍事研究容認できぬ」…会員から声相次ぐ
毎日新聞2016年10月7日　20時32分（最終更新　10月7日　20時32分）
　日本の科学者の代表機関「日本学術会議」は７日、東京都内で総会を開いた。学術会議は、戦後否定してきた軍事研究に対する姿勢を再検討する委員会を５月に設けて議論を始めている。検討委発足後初めてとなる総会では、会員から軍事研究を容認しないよう求める声が相次いだ。 
　科学者が戦争協力した反省から、学術会議は１９５０年と６７年に戦争目的と軍事目的の研究を否定する声明を決議した。 
　だが、防衛省が公募で大学などの最先端研究に直接資金を出す制度を始めたことなどから、「安全保障と学術に関する検討委員会」（１５人）を設置。来春をめどに声明の見直しを含めた議論を続けている。 
　総会では「日本の学術界が軍事にかじを切ったと海外から見られれば研究者が信頼を失い、調査研究に支障が出る。日本の科学技術の発展にマイナスとなる」「軍事との境界があいまいになっているからこそ声明を再確認すべきだ」などの意見が目立ち、学術会議として防衛省の資金制度を否定するよう望む意見も出された。 
　一方、総会前に開かれた分野別の部会では理工学や情報学の研究者から「軍民の線引きは難しい」「世界は力の論理で動いている」など、自衛目的の研究であれば問題ないとする意見も上がった。総会の出席者は会員２１０人の６割にとどまり、会場は空席も目立った。【千葉紀和】 
「生きてるうちに受賞を」＝平和賞候補の日本被団協・東京－ノーベル賞


ノーベル平和賞に選ばれず、記者会見する日本原水爆被害者団体協議会（日本被団協）の田中煕巳事務局長（中央）、岩佐幹三代表委員（右）ら＝７日午後、東京都港区
　ノーベル平和賞がコロンビア大統領に決まった７日、候補に挙がっていた日本原水爆被害者団体協議会（日本被団協）の田中熙巳事務局長（８４）らが東京都内で記者会見し、「（受賞が決まらず）残念だが、今後、正真正銘の市民の草の根運動を広げていきたい」と、核兵器廃絶に向けた取り組みを続ける決意を語った。
　日本被団協は結成から今年で６０年。田中さんは被爆者の高齢化について「本当に切実だ」と危機感を表し、「生きているうちに受賞できたら、若い人たちが活躍できるような機運をつくれる」と、来年以降に期待を寄せた。
　岩佐幹三代表委員（８７）は「受賞できたら、これまでの被爆者の死が無駄ではなかったと証明されるのに」と悔しさをにじませた。（時事通信2016/10/07-20:33）
九条の会、被爆者に触れず　ノーベル平和賞、地元報道

共同通信2016/10/7 10:16

　【オスロ共同】ノルウェー国営放送NRKは6日夜（日本時間7日午前）、ノルウェーのノーベル賞委員会が7日に発表する今年の平和賞の予想を報じた。イラン核合意や地球温暖化対策の新たな枠組み「パリ協定」の交渉担当者などを有力とする一方、日本の護憲派市民団体「九条の会」や被爆者らには触れなかった。

　今年の平和賞候補は376の個人・団体で史上最多。NRKは授賞を事前にスクープした数々の実績を誇るが、今回は絞り込みが難しかったとみられ、多岐にわたり有力候補を列挙した。

「憲法９条にノーベル賞を」今後も活動続ける
NHK10月7日 19時29分
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憲法９条を持つ日本国民にノーベル平和賞をと訴えてきた実行委員会のメンバーや支援者は神奈川県相模原市の公共施設に集まり、インターネットを通じた中継で発表の様子を見守りました。受賞がかなわなかったことが伝えられると関係者からは惜しむ声があがっていました。
憲法９条にノーベル平和賞を推薦する動きを呼びかけた神奈川県内の主婦、鷹巣直美さんは「残念ながら今回も受賞はなりませんでしたが、７２万もの署名に協力してくれた国内外の人たちに感謝します。前回の参議院選挙の結果、改憲勢力が衆参両院で３分の２の議席を占め、憲法は危機に直面しています。平和を願う一人一人の小さな声と力を合わせて、引き続き憲法９条を守り、いかし、世界に広めていきましょう」と話していました。
実行委員会は、来年もノーベル委員会に推薦状を出す準備を進めていくということです。
被団協「草の根の市民の運動に力いれたい」
ノーベル平和賞の受賞を逃した日本被団協＝日本原水爆被害者団体協議会の田中煕巳事務局長は「アメリカのオバマ大統領が広島に訪問したことが非常にいい影響を与えていると思っていたが受賞できず残念だ。被爆者は年々、亡くなっているので、生きているうちにノーベル賞を受賞することができたら若い人たちに引き継いでいく動きにつながる。核兵器の廃絶に向けて草の根の市民の運動に広がっていけるよう力を入れていきたい」と話していました。
太平洋のビキニ環礁でアメリカが行った水爆実験で被爆した日本の漁船「第五福竜丸」の元乗組員の大石又七さん（８２）は「被団協は平和の団体として今の時代には大事な立場にあると思う。授賞を逃したということは、核に対する社会の緊迫感が薄いのだろう。私は高齢になっているが、命の続く限り核の廃絶を訴えていきたい」と話しています。
広島市出身の被爆者で、多くの国際会議などで核兵器廃絶を訴えてきたサーロー節子さんはカナダ・トロントにある自宅でノーベル平和賞の発表を待ちました。そして、コロンビアのサントス大統領の受賞が発表されると、拍手をしていました。
サーロー節子さんは「内戦で苦しんできたコロンビアを励ますために賞が贈られるのはすばらしいと思います」と述べました。その一方、ことしも被爆者や被爆者団体が受賞しなかったことについて、「過去７０年という長い時間にわたって核廃絶に向けて活動してきたのに、被爆者の努力が認められないことについては落胆しました。できれば、高齢になっている被爆者が生きている間に核廃絶ができるよう、もしできなかったとしても、いつか核廃絶が実現するよう今後も訴え続けないといけないと思う」と話していました。
しんぶん赤旗2016年10月8日(土)

世論さらに広げたい　署名推進連絡会が会見
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（写真）記者会見する（左から）林田、田中、岩佐の各氏＝７日、東京都内


　幅広い団体と個人が結集するヒバクシャ国際署名推進連絡会は７日、東京都内で記者会見し、９月末までに集めた５６万４２４０人分の国際署名目録を国連総会第１委員会の議長に提出したことを発表しました。

　国際署名は２０２０年まで世界数億人を目標に、毎年の国連総会に提出します。

　キャンペーンリーダーの林田光弘さん（２４）は、国連総会での核兵器禁止をめぐる議論と核兵器の非人道性から禁止条約をつくる世界の流れを止めるわけにはいかない、と署名提出の経緯を説明。

　田中熙巳（てるみ）代表（８４）＝日本被団協事務局長＝は「核保有国とその同盟国は核兵器禁止・廃絶と口ではいうが行動していない。国際署名で日本、世界の世論を大きく広げたい」と訴えました。

　国際署名よびかけ被爆者代表の岩佐幹三（みきそう）さん（８７）は「一人ひとりが被爆者になりたくない、と思うよう人々の心を動かす運動にしたい」と述べました。

核禁止求め56万人署名提出　被団協、国連へ

共同通信2016/10/7 06:36

　【ニューヨーク共同】日本原水爆被害者団体協議会（被団協）の藤森俊希事務局次長（72）＝長野県茅野市＝は6日、ニューヨークの国連本部を訪れ、核兵器禁止条約制定を求める約56万人分の署名を国連総会第1委員会（軍縮）に提出した。

　第1委議長を務めるアルジェリアのサブリ・ブカドム国連大使は「被爆者の核廃絶への決意と貢献を理解している。あなたは全ての人間にとって希望の源だ」と述べた。藤森さんは「議長が署名を正面から受け止めてくれて感謝している」と語った。

しんぶん赤旗2016年10月8日(土)

核兵器廃絶　ヒバクシャ署名、国連提出　第１委議長「心から感謝」

　【ニューヨーク＝島田峰隆】ヒバクシャ国際署名推進連絡会を代表してニューヨークを訪問している日本被団協の藤森俊希事務局次長は６日、国連本部で国連総会第１委員会（軍縮・国際安全保障問題）のサブリ・ブカドゥム議長に会い、日本で集めた国際署名を提出しました。

　藤森氏は５６万４２４０人分の署名目録と４００人余りの知事、市町村長、地方議会議長の署名を手渡しました。

　署名を受け取ったブカドゥム氏は「核兵器のない世界を求めるみなさんの継続した活動に、第１委員会と国際社会から心からの感謝を申し上げます」と発言。「この署名は、被爆者の方々が人間の倫理や社会的責任に訴える力を持っている証拠です」と激励しました。

　また「第１委員会の仕事を進めるなかで、核兵器が持つ危険性、大量破壊兵器のない世界をつくる必要性について、特に若い人々に伝える活動をあなた方と一緒に進めたい」と強調しました。

　藤森氏は「議長の言葉にたいへん励まされました。日本に持ち帰って被爆者に必ず伝えます」と語り、握手を交わしました。

核兵器禁止条約実現呼びかける署名 日本被団協が国連に提出
NHK10月8日 5時18分
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日本被団協＝日本原水爆被害者団体協議会は、核兵器禁止条約の実現を呼びかける署名を国連総会に提出したことを明らかにし、「私たちが命をかけて叫び続けてきたことを知ってほしい」と訴えました。
日本被団協は、ことし４月から核兵器の保有や使用を法的に禁止する核兵器禁止条約の実現を呼びかける署名活動を始めています。
７日、東京・港区で開かれた記者会見で、日本被団協は先月末までに国内外で集めた５６万４２４０筆を、国連総会の軍事問題を扱う第１委員会の議長に提出したことを明らかにしました。
４年後の２０２０年には、数億人分の署名を集めることを目標としていて、今後、英語などで表記したインターネットの署名も募っていくということです。
日本被団協の田中煕巳事務局長は「被爆者が高齢化する中で、私たちが命をかけて叫んできたことを世界に知ってもらい、核兵器廃絶に向けて、公的な枠組み作りにつなげてほしい」と話しています。
原爆開発者が奏でた曲　ヒロシマ見た父持つ日本人が弾く
朝日新聞デジタル岡田将平2016年10月6日06時40分

観客のいないホールで演奏する菅野潤さん＝長崎県時津町、コンサートイマジン提供






　第２次大戦中、米国が原爆を開発したマンハッタン計画の拠点で、一人の科学者が得意のピアノを演奏していた。原爆投下後の広島を目撃した父を持つ日本人ピアニストが、その曲を作中で演奏したドキュメンタリー映画が今月、広島、長崎、京都、仙台の４都市で上映される。鎮魂の思いを込め、上映後にはピアニストが生演奏を披露する。
　客のいないホールにピアノの優しい音色が響く。演奏するのは、宮城県出身でパリ在住のピアニスト菅野潤さん（６０）。２０１２年にベルギー人のマニュ・リッシュ監督が作った映画「スネーク・ダンス」のオープニングのシーンだ。
　映画は原爆にかかわった土地の今を巡り、歴史をひもとくドキュメンタリー。ウランが採取されたコンゴ民主共和国（旧ザイール）、原爆開発の拠点となった米ニューメキシコ州ロスアラモス、そして長崎。長崎では子どもたちが行き交う日常を映す。タイトルは、ロスアラモス付近にも暮らしていたアメリカ先住民の儀式からとった。
　菅野さんは音楽を担当し、ベートーベンの「悲愴（ひそう）」やショパンのバラード第３番変イ長調を、長崎市に隣接する長崎県時津町のホールで演奏した。この２曲は、ピアノが得意だった物理学者オットー・フリッシュがロスアラモスで弾いていたとの記録が残る。オーストリア出身でナチスから逃れ、英国に亡命。その後、米国のマンハッタン計画に加わった人物だ。
　美しい曲を奏でる一方で、その研究が多くの犠牲を生む一端となった。リッシュ監督は「人類とは、恐ろしく、悲劇的で、美しいものなんです」という。【続きあり】
しんぶん赤旗2016年10月8日(土)

川内原発動かすな　反原連が官邸前抗議　高校生らが取材
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（写真）「原発なくせ」と抗議のコールをする人たち＝７日、首相官邸前


　首都圏反原発連合（反原連）は７日、首相官邸前抗議を行いました。６日には、九州電力川内（せんだい）原発１号機（鹿児島県）が定期検査のため停止。東京電力福島第１原発事故の収束のめどが立たず、廃炉費用、除染・賠償費用は天井知らずに増大しています。参加者は「川内原発もう動かすな」などとコールしました。

　東京都町田市の私立和光高校の生徒１５人が現代史の授業の一環として参加者に話を聞いていました。２年生の男子生徒（１６）は「この国で起こっている原発の問題について、もっと学びたいと思ってきた。参加しているみなさんの話をしっかり聞きたい」と話しました。

　千葉県八千代市で一緒に反原発の行動に取り組んでいる仲間６人で参加した女性（６３）は、鹿児島県出身。「川内原発１号機は、この定期検査を機にこのまま止め、廃炉にするべきです」

　大阪市の女性（６８）は「事故が起きたときに避難しなくてはならないようなものは、動かしてはなりません。近くの若狭湾には多くの原発があり不安です。止まっている原発はこのまま廃炉にしてもらいたい」と語りました。

　この日は、８５０人（主催者発表）が参加。日本共産党の岩渕友参院議員が国会正門前で「福島原発の廃炉費用を国民に押し付けようとするなど許されない」とスピーチしました。

　反原連は９月３０日、新潟県知事選（１６日投票）で、「脱原発政策を大きく掲げる米山隆一候補を応援します」との声明を発表しています。

都議会で豊洲市場の工事費高騰ただす 都は「適切な手続き」
NHK10月7日 20時11分
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７日の都議会の経済・港湾委員会で、共産党都議団の可知佳代子議員は、３年前に行われた豊洲市場の３つの主要な建物の工事をめぐり、最初の入札が不調に終わったあと、予定価格が一気に４００億円引き上げられた経緯についてただしました。
この中で、議員は「予定額が、わずかの間に、４００億円も引き上げられ、落札率も平均９９．８７％と、談合の疑いが濃厚だ」と指摘したのに対し、都の中央卸売市場の施設整備担当部長は「一般競争入札の結果であり、手続きは適切に行われ、何ら問題ない」と述べました。
委員会では、入札が不調に終わった後、都が入札に参加したゼネコン３社に対してヒアリングした際の結果をまとめた資料が提出され、議員が「資料を見ると、業者側から、共通して予定価格を引き上げるよう要求されている。都は、この求めに応じて予定価格を引き上げたと言われても、しかたないのではないか」と指摘しました。
これに対し、都の担当部長は「工事を発注した当時は、東日本大震災の復興に向け、建設費と人件費が上昇していたほか、低入札の傾向もあった。ヒアリングではこうした現状を把握し、見積もり条件の見直しの認識を持った」と答えました。
都議会委、閉会後も審議＝歴代幹部の招致検討－豊洲問題


東京都議会の経済・港湾委員会に出席した岸本良一中央卸売市場長（中央奥）ら＝７日午後、東京都新宿区
　東京都が築地市場（中央区）からの移転を延期した豊洲市場（江東区）の主要建物下で盛り土がされなかった問題で、都議会の経済・港湾委員会は７日、前日に続き審議を行った。しかし問題解明には程遠い状況であることから、１３日に会期末を迎える今議会の終了後も審議を続行することを決めた。
　１３日の本会議で正式決定する。閉会中審査では、担当部局である「中央卸売市場」の歴代幹部を、参考人として招致する方向で検討する。（時事通信2016/10/07-22:12）
豊洲市場問題 都議会は審議の継続を提案へ
ＮＨＫ10月8日 6時54分
豊洲市場をめぐる一連の問題を審議する東京都議会の委員会が、７日までの２日間、開かれ、都は先に公表した内部調査の報告書の内容について、誤りだったとして訂正しました。また、議員側が、市場の建物の工事をめぐり入札の予定価格が当初より４００億円引き上げられた経緯の中で、入札の参加業者が都に対し予定価格を引き上げるよう求めていることを示す資料を明らかにしました。
都議会の経済・港湾委員会は７日までの２日間の日程で、豊洲市場をめぐる一連の問題について審議しました。
この中で、公明党の大松成議員は、都が先週、公表した内部調査の報告書に記載された「市場の建物の地下に空間を設ける案を技術会議が独自に提案した」とする内容について、「技術会議ではなく都側の提案だったのではないか」と指摘しました。
これに対し、都の岸本良一中央卸売市場長は「指摘のとおりで間違いだった。おわびしたい」と答弁し、技術会議ではなく都側の提案だったと訂正ました。
共産党都議団の可知佳代子議員は、豊洲市場の３つの主要な建物の工事をめぐり、最初の入札が不調に終わったあと、予定価格が一気に４００億円引き上げられた経緯についてただしました。
この中で、議員は「予定額が引き上げられたうえ、落札率も平均９９．８７％と談合の疑いが濃厚だ」と述べ、入札が不調に終わったあと、ゼネコン３社が都のヒアリングに対し、予定価格を引き上げるよう求めていることを示す資料を明らかにしました。
そのうえで、「都は業者の求めに応じて予定価格を引き上げたと言われてもしかたないのではないか」と指摘しました。
これに対し、都の担当部長は「工事の発注当時は東日本大震災の復興に向け、建設費と人件費が上昇し、低入札の傾向もあり、ヒアリングで見積もり条件を見直す認識を持った」と答えました。
委員会は終了しましたが、新たな事実が一定程度、示された一方、「いつ誰が盛り土をしない方針を決めたのか」については、今回も明らかにされず、都議会は審議の継続を提案することにしています。
内部調査、再報告へ＝地下空間の記述誤り－小池氏指示・豊洲問題


定例記者会見で、豊洲市場問題をめぐり説明する小池百合子東京都知事＝７日午後、都庁
　東京都が築地市場（中央区）からの移転を延期した豊洲市場（江東区）の主要建物下で盛り土が行われなかった問題をめぐり、小池百合子知事は７日の記者会見で、内部調査の再報告を指示する考えを明らかにした。９月末にまとめた報告書に誤った記述があることが分かったためで、「さまざまな懸念が出てきた。遺憾としか言いようがない」と強調。その上で「第２段階の報告書をまとめることができれば」と語った。
　９月末の報告書には有識者で構成する技術会議が、土壌汚染対策の盛り土をせずに地下空間を設けるよう、提案したと受け取れる記述があった。この点に関し、複数の元委員が取材に「事実と異なる」と証言。７日の都議会経済・港湾委員会でも取り上げられ、担当部局である「中央卸売市場」の岸本良一市場長は、「正確ではなく間違いだった」と誤りを認め、陳謝した。


東京都議会の経済・港湾委員会で、答弁後に涙を拭うしぐさを見せる岸本良一中央卸売市場長＝７日午後、東京都新宿区
　報告書が誤っていたのは、地下空間を設けることになった経緯に関し、技術会議が２００８年１２月２５日の会合で「建物下に作業空間を確保する必要がある」として、独自に提案したと記述した部分。元委員の長谷川猛・都環境公社非常勤理事らによると、実際には都が提案したものの、技術会議では採用されず、議論もしなかったという。
　会合で、都は「技術会議の新たな提案にしたい」として、地下空間の必要性に言及した「技術会議が独自に提案した事項」と題する資料を配布。しかし委員側が認めず、土壌汚染対策の工法を提言した同会議の報告書には反映させなかった。
　都はこの資料を盛り土問題発覚後の９月１６日に、ホームページに追加掲載。内部調査報告書にも同じ内容を盛り込んだが、当時の技術会議でのやりとりには触れていなかった。
　長谷川氏は「非常に意図的な資料の出し方で、悪質だ」と批判。別の委員が「技術会議の名誉が傷つけられる」と異議を唱えたところ、都は取り合わなかったという。
　元委員の根本祐二東洋大教授も「これでは技術会議が闇でやっているかのような印象を与え、おかしい」と指摘した。（時事通信2016/10/07-20:53）
豊洲盛り土報告は誤り、再提出へ　小池氏「遺憾、検証する」

共同通信2016/10/7 21:32

　東京都の小池百合子知事は7日の定例記者会見で、豊洲市場（江東区）の盛り土がなかった問題の検証報告書で「技術会議から作業空間を確保する必要があると提案があった」としたのは事実と異なっていたことを認め、新たな調査内容を加えた2回目の報告書をまとめる考えを示した。盛り土を実施しなかった経緯に関わる重要な誤りで、検証の信用性に疑問の声が上がりそうだ。

　小池知事は報告書の誤りについて「遺憾としか言いようがない。書かれていたことと現実とは違うということをしっかり検証したい」と強調。「全体をチェックし直し、肉付けした形で第2弾をまとめたい」と話した。

豊洲問題、都の報告書に誤り　作業空間は都側が提案
朝日新聞デジタル2016年10月8日05時14分
　東京都の豊洲市場（江東区）をめぐる問題で、主な建物下で土壌汚染対策の盛り土の代わりに地下空間が造られた経緯を調べた都の自己検証報告書について、都が７日、誤りがあったことを認めた。小池百合子知事は「遺憾以外の何ものでもない」と述べ、報告書を作り直す考えを示した。
　「間違いだった。おわびを申し上げたい」。７日の都議会経済・港湾委員会で、大松成議員（公明）の質問に、岸本良一・都中央卸売市場長が謝罪した。
　都が誤りを認めたのは、先月３０日に公表したばかりの都職員による自己検証報告書だ。それによると、汚染対策の工法を検討していた都の有識者会議「技術会議」で２００８年１２月２５日、開場後に汚染が検出された際に、地下に限らず建物下で除去作業などをする空間（モニタリング空間）を確保する必要性を「技術会議が独自に提案した」としていた。
■小池知事「遺憾」、報告書作り直しへ
　しかし実際には、この回の会合で空間の必要性を記した会議報告案を示したのは都職員で、議論もなかった。１回前の会合で都幹部が口頭で説明していたが、翌０９年２月にまとまった会議報告書には盛り込まれなかった。「技術会議は空間の必要性を認めなかったのか」という大松都議の質問に、岸本氏は「ご指摘の通り」と認めた。検証報告書に誤った事実が書き込まれた理由を、都の幹部は「技術会議の他の回でも、空間について触れられた。会議全体を通して議論されたと考えたため」と答弁した。【続きあり】
小池知事「都民に正確な情報を」　豊洲報告書巡り 
会見の主なやり取り 
日経新聞2016/10/7 19:34
　東京都の小池百合子知事は７日の記者会見で、豊洲市場（江東区）への移転問題や2020年東京五輪・パラリンピックの施設見直しについて語った。主なやりとりは次の通り。
　――豊洲市場問題での責任追及はどのような場で議論し、いつ結論を出すのか。
　「（９月末に）出た報告ではいつ誰がどこで何を決めたか、まだまだ検証されていない。自己検証のある種の限界を露呈した。これまでのヒアリングには強制力はなかった。そこで監察手続きを含め、これからは聴取というニュアンスが強くなると思うが、それを進めていく」
　「（土壌汚染対策の）専門家会議では地下空洞があって環境面の安全が保たれるか、市場問題プロジェクトチームでは建物の安全性が確保できているかなど、それぞれ役割は違うが、総合的な判断で環境や食、建物の安心安全（を検証する）。それから都庁の組織の縦割り、連絡の不備、責任者がいなかったり、自分の責任を認識していなかったりといった組織論もある。責任追及は３つそろって初めて可能だ。しっかりやっていく」
　「同時に市場からは『追及もいいが、（今後）どうしてくれるんだ』という声が聞かれる。科学的な検証を含め、今後判断をしていく」
　――９月末の報告書には建物の地下空洞は（土壌汚染対策の工法を検討する）技術会議が提案したと書かれていたが、実際は都からで、記述が間違っていた。
　「（当局の）答弁が十分でなかったのは残念・遺憾としかいいようがない。答弁している市場担当部局も、報告書をつくりながら、答弁しながらといっぱいいっぱいのところで頑張っているとは思うが、もう少しきちんと整理して（ほしい）。市場部局そのものが問われている。人数も強化していかなければならないが、都民に、都民の代表である議員の方々に正確な情報を伝えるようにしてほしい」
　「（都議会では）のり弁（黒塗り）の資料がたくさん出てきた。先方の了解が取れればとるべきだ。今は情報をいかに伏せるかではなく、むしろ出すことが都庁、都政の信頼回復につながる。これが続くのは市場問題の解決にも不幸だ」
　――報告書の今後の取り扱いは。
　「今（都議会の）会期中だ。全体をチェックし直したうえで、さらに今回は（都庁が）自らつくりあげた報告書だが、第２段階としての報告書をまとめることができればと思っている。さらに肉付けした形でお出しできるのではないか」
　――石原慎太郎元都知事が聴取には書面で協力する意向だ。
　「石原元知事はまさしく当事者だと思う。当事者からこれまでの経緯をうかがうのは大変貴重だ。様々な市場に関係する疑念についてお答えいただければと思う。いくつかポイントになる質問をまとめて、先ほど石原元知事の事務所宛てに発出した。極めて具体的にお答えいただければ、大きな解明につながるのではないかと期待している。（内容は）皆さんのお聞きになりたいようなことばかりだ」
　――報告書の誤りは過失だったと思うか。それとも隠蔽の意図があったと感じるか。
　「遺憾以外のなにものでもない。市場担当者にかかっている重責とプレッシャーは大きい。ほとんど休みなく、そうしてきた原因は我々にあるわけだが、かなり厳しいところだ。私は隠そうとしていたとは思いたくない。性善説かもしれないが、そう思う。一方で報告書に書いてあったことと現実が違うことはしっかりと検証し、どこに問題があって、誰に責任があったのか、特定の個人をこれからひとつひとつ詰めていく作業をする」
　――五輪調査チームの競技団体へのヒアリングをどう進めるか。
　「調査チームが話をうかがう。これまではかなり経営的な手法でコスト計算などをしてきた。競技団体の皆さんはこれまで努力されてきた方ばかりだが、これがコストチェックのラストチャンス。東京では８割の方々が見直しすべしとお答えいただいている。東京都としての考え方をまとめたい。選択肢も広がるなか、そう時間を掛けることもできない。なかなか厳しいところだ」
　――豊洲問題では都議会でも関係者へのヒアリングの内容の公開を求める声がある。
　「これからはより厳しい聴取の段階になってくる。どれくらい公開できるものか、それも含めてしっかり検討していきたい。豊洲問題は組織のあり方という都庁内の問題を超えて不安を与えてしまっている。基本的に情報は公開するのをベースにしていくのが極めて重要だ」
　――丸川珠代五輪相は都の調査チームに聴取したいと。
　「必要な説明は丸川大臣のもとの事務方にもしっかり説明することになる。場合によってはチームからご本人にも説明する。（都としての方向性を示すのは）今月できるだけ早い時期に、（国際オリンピック委員会＝ＩＯＣの）バッハ会長も来日するというので、前倒しにしてやりたい」
　――五輪経費全体を積算するのはどこか。
　「皆言いっ放しで終わっている。都が関係するところはできるだけコストを抑えようと、そのベースになる考え方を調査チームがまとめたので、選択肢として考えていく。都民の皆さんに納得できる方法を模索しているまさに最中だ。模索したがＩＯＣがダメだといえば、それはまたそれだが、バッハ会長も五輪のサステナビリティー（継続性）が問われているという認識をお持ちだ。東京大会を機にレガシー（遺産）を、という思いはよく分かるが、東京大会の後に続くところにも迷惑がかからないようにするのも主催都市としての責任だ。国もどう関与していくかむしろ問わせていただきたい」
石原氏に質問状＝「まさしく当事者」－小池都知事
　東京都の小池百合子知事は７日の記者会見で、豊洲市場（江東区）をめぐる問題で、石原慎太郎元知事宛てに質問状を送ったことを明らかにした。「石原氏は（豊洲問題の）まさしく当事者。さまざまな疑念に、極めて具体的に答えてもらえれば解明につながる」と強調した。
　小池氏は、メディアを含めた公開の場での聞き取り調査を石原氏に打診。しかし、石原氏は高齢であることや体調が優れないことなどを理由に、書面での質問なら応じる考えを示していた。小池氏は「幾つかポイントとなる質問をまとめた」と指摘。築地市場の移転先に、有害物質が検出された豊洲地区の東京ガス工場跡地を選んだ理由や、豊洲市場の建物下に盛り土をせず、地下空間を設けた経緯などを尋ねる見通し。（時事通信2016/10/07-20:48）
しんぶん赤旗2016年10月8日(土)

豊洲新市場　地下水管理システム機能せず　都議会委で集中審議　尾崎・かち都議が追及
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（写真）質疑する尾崎あや子都議＝６日、東京都議会
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（写真）質疑するかち佳代子都議＝７日、東京都議会


　日本共産党東京都議団は６、７の両日に開かれた都議会経済・港湾委員会の集中審議で、豊洲新市場（江東区）の土壌汚染対策の欠陥と、議会への提出資料の改ざんなど虚偽の報告をつづける都の姿勢を追及しました。

　尾崎あや子都議は６日、市場予定地での地下水の上昇を防ぐ地下水管理システムが機能していないのではないかと追及。都は専門家会議の提言にもとづき、汚染土壌を除去して４・５メートルの盛り土を行うとともに、汚染地下水が上がり、揮発したガスが建物に入らないよう地下水位を海抜１・８メートル以下に抑えると説明してきました。

　しかし、党都議団は現地調査で、建物下は盛り土が行われず、地下空間になっており、地下水がたまっていることを確認しました。

　尾崎氏は、最近の地下水位が海抜３～５メートル超と高いことをあげ、「地下水管理システムが機能していないのではないか」と指摘。

　尾崎氏、かち佳代子議員（７日）は、同システムの設計などを一手に受注した日水コン（新宿区）が地下水の流動解析の実験研究施設を持っておらず契約条件を満たしていない問題を示しました。都中央卸売市場は「適切な契約」だと強弁しました。

　かち氏は、建物下を盛り土せず地下空間にしていた問題を批判。５年間に２２回、かち氏の質問へも６回も「盛り土をしている」と虚偽の答弁をしてきたと指摘しました。技術会議の会議録を都が改ざんし「建物下に作業空間を確保する必要がある」との資料を追加したのではないかと追及。岸本良一市場長は「事実とは異なっている」と改ざんの事実を認めました。

　かち氏は「安全・安心をないがしろにし、都民を欺き、都への信頼を大きく失墜させたことを重く受け止めるべきだ」と求めました。

社説　白紙の領収書　これが大臣の「常識」か
朝日新聞デジタル2016年10月8日（土）付
　これが自民党の、また閣僚の常識なのか。６日の参院予算委員会での答弁に驚いた。
　稲田防衛相と菅官房長官が、ほかの国会議員の政治資金パーティーに出席した際に白紙の領収書を受けとり、支払った金額などを自らの事務所で記入していたことを認めた。共産党の小池晃書記局長が指摘した。
　小池氏によると、稲田氏の団体あてで、同一人物が書いたとみられる領収書は２０１２年からの３年間で約２６０枚、約５２０万円分、菅氏の団体あては約２７０枚、約１８７５万円分見つかったという。
　稲田、菅両氏は、パーティーで主催者側が１人ずつ金額を確認すれば対応に時間がかかることを理由にあげ、「主催者のいわば『委託』を受けて正確に書き込んだ。何ら問題ない」（稲田氏）などと答弁した。
　常識外の発言である。
　０７年に改正された政治資金規正法は国会議員や関係政治団体に対し、人件費を除くすべての支出について領収書の公開を義務づけた。政治資金の流れを透明化するためだ。
　だが、いくら公開して透明性を高めようとしても、白紙の領収書が許されるなら虚偽の金額を書き入れることも可能だ。支払額を水増しし、差額を裏金にしたとしても分からない。
　公開された情報が正しいのかどうかが疑われ、制度そのものの信頼性が損なわれる。
　両氏以上に驚かされたのは、政治資金規正法を所管する高市総務相が委員会で白紙領収書を問題ないと認めたことだ。
　高市氏は「発行側の（領収書）作成方法には規定がない。国会議員は双方の事務所で入出金額が記録されており、事実と異なる記入というのはまず発生しない」と語った。
　直ちに法違反にはならないかもしれない。だが、そもそも領収書とは、お金を受け取った側がいつ、いくら受け取ったかを払った側に証明するものだ。自ら手書きした領収書は、領収書の意味をなさない。その当たり前の常識が通じないなら、法を改正して明記すべきだ。
　高市氏はきのうの記者会見で「国民に疑念を持たれないよう、各政党で改善していただきたい」と軌道修正したが、国会の場で白紙の領収書を認めるようでは、所管大臣としての資質が疑われる。
　共産党を除き、要件を満たした各党が政党交付金を受けとっている以上、多くの政治家の政治資金には国民の税金が入っている。その使途の正当性が問われていることを自覚すべきだ。
しんぶん赤旗2016年10月8日(土)

主張　閣僚の白紙領収書　制度ないがしろの責任は重大

　日本共産党の小池晃書記局長が参院予算委員会で閣僚の「白紙領収書」問題を取り上げ、政治資金を規正する制度の根幹を破壊すると追及して、大きな反響を呼んでいます。稲田朋美防衛相、菅義偉官房長官、政治資金を所管する高市早苗総務相の３人で、自らの政治団体などが購入した政治資金集めのパーティー券代として「白紙」の領収書を受け取り、自分たちで記入して政治資金収支報告書に添付したというものです。領収書が正しいものでなければ実際に支出されたかわかりません。政治資金規正法の領収書徴収義務に違反する疑いがあります。

金額欄が同じ筆跡

　稲田防衛相の「白紙領収書」問題は「しんぶん赤旗」日曜版が８月１４日号で、菅官房長官の「白紙領収書」問題は同じく１０月９日号で暴露・追及したものです。小池議員はさらに高市氏の「白紙領収書」についても追及しました。

　稲田氏は資金管理団体「ともみ組」の２０１２年から１４年分の政治資金収支報告書に自民党議員などの政治資金パーティーの会費を支払ったとして添付した領収書のうち約２６０枚、約５２０万円分が、別々の議員が発行した領収書なのに金額を書いた人物は同一とみられるものでした。筆跡鑑定では金額を書いた人物は「ともみ組」の収支報告書を書いた人物と同じとみられ、「白紙」の領収書を受け取り、あとで金額を書き込んだと稲田事務所は認めました。

　菅氏の場合も全く同様です。菅氏の資金管理団体「横浜政経懇話会」が政治資金パーティー券代として政治資金収支報告書に添付した領収書のうち、同じ期間の約２７０枚、約１８７５万円分の金額欄が同じ筆跡でした。収支報告書にあった事務所関係者の筆跡と一致します。小池議員が取り上げた高市氏の場合も、同氏が代表の自民党支部が報告書に添付した約３４０枚、約９９０万円分の領収書で同様の問題があります。

　政治資金収支報告書は、政治家がカネの流れを公表して自らの政治活動について国民の点検を受ける重要な資料です。とりわけ国会議員関係の政治団体は収支報告に特例が設けられ、資金管理団体であれ政党支部であれ、人件費以外の支出には領収書を徴収することなどが求められます。違反すれば３年以下の禁錮などの重罪です。

　自民党議員同士の仲間内であってもパーティー券を購入して「白紙」の領収書を受け取り、金額を勝手に書いて報告書に添付して提出したのでは何の証明にもなりません。万が一、金額を多めに書いて浮かせた金を裏金に回しても証拠は残りません。現職閣僚を含む自民党内に「白紙領収書」がまかり通っているとすればそれこそ政治資金制度を破壊するものです。

言語道断な開き直り

　「しんぶん赤旗」の指摘や小池議員の追及に稲田氏や菅氏は事実を認めましたが、「白紙領収書」の発行は受付が混雑するからだなどと言い訳し、高市氏を含め法的に問題はないかのように開き直っています。金額などを後から書き込む「白紙領収書」が要件を満たさないのは常識であり、正確な記載を求める法律に反しています。

　「政治とカネ」の不正と疑惑を一掃するためにも閣僚らは政治資金規正法を厳しく守り、「白紙領収書｣の悪習は断ち切るべきです｡

論説　衆院解散論　今なぜ話題になるのか

東奥日報2016.10.7

　衆院任期４年の折り返しを間近にして、永田町に解散論が浮上している。安倍晋三首相は国会の委員会答弁で「解散は全く考えていない」としつつ「適切に判断したい」とも述べ、周囲をけむに巻く。

　「１票の格差」を是正する「０増６減」の新たな区割り案は、来年５月までに勧告される。法改正を経て、新たな選挙区で衆院選を行うのは来年夏以降になる見通しだ。

　見直しにより、本県はじめ青森、三重、奈良、熊本、鹿児島計６県の小選挙区で定数１減となる。対象区に現職を多く抱える自民党内には、候補者調整が必要になる前の解散に期待感も漂うという。

　野党側は、区割り見直し前の解散は違憲状態で「許されない」と主張するが、安倍首相は「否定されるものではない」と意に介さない。

　その野党側も、蓮舫新体制下の民進党をはじめ、準備不足を突かれる急展開に警戒感こそあれ、解散の可能性自体は否定しない。底流にあるのは、衆院の解散権は首相が一手に握っているという共通認識だろう。

　大義も判然としないうちから解散が口の端に上るのは、庶民には理解が及ばない永田町の「常識」だが、はたしてそれは妥当なのだろうか。少なくとも現行憲法には、首相の解散権を明確に定めた条文はない。「首相の専権」は慣例と言っていい。

　憲法に、解散に関わる条文は二つある。一つは衆院で内閣不信任となった場合、１０日以内の衆院解散か内閣総辞職を定めた６９条。もう一つは７条が定める天皇の国事行為の中にある「衆議院を解散すること」という項目だ。

　天皇の国事行為は「内閣の助言と承認」によるから、内閣を主導する首相に実質的な権限があるとの解釈が成り立つ。過去の解散、総選挙は、大半が７条を根拠に、さまざまな大義を掲げて行われており、学説の大勢も７条解散を認める立場とされる。

　しかし憲法を条文通り読めば、６９条にある不信任決議の可決と同程度に内閣が行き詰まり、両院協議会などで事態収拾の手段を講じてもなお収まらない場合、７条によって解散が認められると解釈するのが分かりやすい。

　１９７６～７９年に衆院議長を務め、名采配とうたわれた保利茂氏は、７条解散に関し「内閣の恣（し）意によらず、あくまで国会が混乱して国政に重大な支障を与える場合に限るべきだ」との見解を示した。「自民１強」の政情は、これに当てはまるだろうか。

　解散権を限られた範囲の意思に任せるのは、逆に民主主義を阻害しかねない。区割り見直しの前の解散が好都合などとする考え方があるとすれば、乱用も甚だしい。

神戸新聞2016/10/07
社説　衆院解散論／ご都合主義にも程がある
　永田町で再び早期解散論が浮上している。安倍晋三首相が「全く考えていない」と重ねて否定しても、与党内では「首相が来年１月の通常国会冒頭で衆院解散に打ってでる」との観測が消えない。
　安倍首相は、政権に返り咲いた２０１２年１２月衆院選から３年半余りで４回の国政選挙に連勝し、悲願の憲法改正の国会発議に必要な３分の２超の議席を衆参で確保した。
　衆院解散権は首相の専権事項とされ、難しい政策を実行したり、揺らいだ政権基盤を固め直したりする力となる。できるだけ有利なタイミングで行使するのが政権運営の眼目であるのは否定しないが、そこに国民が納得できる大義名分がなければ権力の乱用でしかない。
　歴代政権でも類を見ない盤石な体制を手にし、さらに何を望むのか。差し迫って国民に信を問うべきテーマも見当たらない中、解散風をあおるような言動が相次ぐのは巨大与党のおごりではないか。
　解散論の裏で聞こえてくるのは与党の身勝手な理屈ばかりだ。
　安倍首相の自民党総裁任期は１８年９月。再び衆院選で勝てば、総裁任期延長の党則改正を実現して長期政権へのシナリオが確実になる。
　１２月の日ロ首脳会談で北方領土交渉が進展すれば政権の追い風になるが、日本側も相当な譲歩を迫られる可能性がある。どちらに転んでも、総選挙で勝てば「国民の信を得た」と主張できる。
　公明党は重視する来年夏の東京都議選と同時期の総選挙を避けるため、来年１月の解散に前向きだ。早期解散なら党の「定年制」を免れるベテラン幹部もいるという。
　見過ごせないのは、「１票の格差」是正に向けた新たな区割り案が勧告される来年５月前の「駆け込み解散」が公然と語られていることだ。
　年明け解散なら区割り見直しが間に合わない。最高裁が指摘した「違憲状態」での選挙になるが、安倍首相は法的に可能との認識を示した。多くの現職を抱え、難しい候補者調整を先送りしたい自民党の事情を反映しており、司法判断の軽視といわざるを得ない。
　自己都合の解散論に国民の理解は得られない。安倍首相は大義なき解散に走ることなく、安定的な政治基盤を生かして国民が望む経済再生や社会保障充実にまい進すべきだ。
社説　［ハリアー飛行再開］原因究明せず安全とは

沖縄タイムス2016年10月7日 07:00

　ローレンス・ニコルソン在沖米四軍調整官は、先月２２日に墜落事故を起こした米海兵隊の戦闘攻撃機ＡＶ８Ｂハリアーの飛行を、きょう再開すると発表した。

　事故からわずか１５日後の飛行再開。墜落原因は現時点で特定できていない。にもかかわらずローレンス氏は会見で「安全に飛行できるという確信を得た」と述べた。無責任極まりない発言で、到底納得できるものではない。

　事故翌日にキャンプ瑞慶覧のデヴィッド・Ｅ・ジョーンズ海兵隊太平洋基地副司令官は「軍を挙げて原因究明したい」と述べ、その結果を県に報告する歩み寄りの姿勢も見せていた。

　なのにこの有様だ。結局、いつもと変わらず事故原因が分からぬままの飛行再開となった。一連の経緯から翁長雄志知事は「裏切られた」と厳しく断じたが、当然だ。

　稲田朋美防衛相の翻意も見過ごせない。事故後の来県時には「原因究明の説明なしに信頼回復はできない」と米側の説明責任に言及していた。

　だが飛行再開の表明後、ハリス米太平洋軍司令官との会談では、「安全確認をしっかり行っていただき、引き続き情報提供をお願いしたい」とトーンダウン。これまで通りの米軍追従に終始した。

　その稲田氏率いる防衛省は今回も、県民への説明前に飛行再開に同意した。「米軍が安全と言っているから安全」とする盲信的態度は、事故の放置に等しい。そうした政府の無責任体質が、沖縄の基地負担を一層重くしている。

■　　　　■

　ローレンス氏は会見で「ハリアーの運用は沖縄以外の世界中で継続しており、航空機の安全性は実証されていると思っている」と述べた。ハリアーの安全は世界で確認されているとの趣旨だが、大いに疑問符が付く。

　米国だけを見ても、海兵隊所属のハリアーは今年５月に墜落事故を起こしたばかり。２年前には５月と６月に相次いでアリゾナ州ユマ海兵隊航空基地所属ハリアーが墜落した。うち１件は民家２軒を炎上させる惨事となった。

　戦闘機に詳しい専門家は、エンジン噴出孔の向きを変えて垂直離着陸するハリアーの特性上、飛行が不安定になりやすく墜落事故につながりやすいと指摘する。同様の新型垂直離着陸機オスプレイでも事故が頻発している。

　今回の事故を受けた米軍の初期調査では、事故機の欠陥や整備・人為的ミスなどは見つからなかった。となれば、ハリアーの構造自体に事故を誘発する問題があると考える方が自然だ。

■　　　　■

　沖縄で米軍機の墜落事故は復帰後４６件目となった。発生頻度は年１回以上と高く、なかでもハリアーはそのうち１９回もの事故を起こしている。この事実は、ほかの地域より配備数が多く、訓練数が多いことが、事故発生の要因となっている可能性を示す。

　今回事故を起こしたハリアーは外来機だった。

　となれば最も効果的な事故防止策は、米軍機の配備数と外来機の飛来数、沖縄での訓練回数を少しでも減らすことしかない。
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